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１． 計画策定の背景と趣旨  

わが国では、少子高齢化が進み、核家族化の進行や地域とのつながりが希薄化して

いることから、子どもや子育てを取り巻く環境は、厳しさを増しています。このため、

子育ての孤立化から子育てに関する悩みや不安を抱いている家庭も少なくありません。 

また、子どもを預けたいと思っても、保育所に預けられないなど、仕事と子育てを

両立できる環境が十分整っていないことが、少子化が進行する要因のひとつになって

います。 

さらに、幼児期の教育を重視する家庭も少なくなく、保育所の機能と幼稚園の機能

を併せ持つ認定こども園による質の高い教育と保育も必要とされています。 

子どもが欲しいと思う人が子どもを持ち、子育てしやすい環境にしていくために、

子どもや子育て家庭を地域全体が支える仕組みの構築が求められています。 

これらに対応するため、平成２４年８月には「子ども・子育て支援法」、「就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法

律」及び「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律」（いわゆる「子ども・子育て関連３法」）が成立しました。 

これらに基づき、平成２７年度から開始される「子ども・子育て支援新制度」では、

子育ての孤立感・負担感の増加や待機児童の増加、放課後児童クラブ等の不足、女性

の就労支援の不足への対応とともに、子ども・子育て支援の質と量の確保のため、「質

の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」、「保育の量的拡大及び確保」、「地域

における子ども・子育て支援の充実」の３つを柱とし、質の高い幼児期の学校教育・

保育を総合的に提供し、地域における子ども・子育て支援を充実させ、すべての子ど

もが健やかに成長できる社会の実現を目指しています。 

さらに、これまで推進してきた「次世代育成支援対策推進法」が平成３７年３月 

３１日まで１０年間延長され、職場や地域における子育て支援の充実も継続して推進

することとなりました。 

本市では、これまで子育てに関して、平成９年に「四街道市母子保健計画」、平成 

１１年に「四街道市子育て支援計画」、また平成１６年に「四街道市こどもプラン（市

町村行動計画）」を策定し、さらに、平成２２年３月には前期計画を継承した「四街道

市こどもプラン（後期計画）」を策定し、「親子の笑顔と歓声にあふれるまち」の実現

に向け、多様な子育て支援の充実や豊かな心を育む育成環境の整備などに取り組んで

います。 

本計画は、子ども・子育てを取り巻くさまざまな課題に積極的に取り組み、子ども・

子育て支援の質・量の充実を図るとともに、家庭、学校、地域などすべての構成員が、

子ども・子育て支援の重要性に関心・理解を深め、協働し、それぞれの役割を果たす

ことが必要であり、そうした取組を通じて、すべての子どもたちの健やかな成長を支

援できるまちをめざすことを目的として策定するものです。 
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２． 計画の位置づけと性格  

 
法的位置づけ  （１）

本計画は、子ども・子育て支援法第２条の基本理念を踏まえ、同法第６１条第１項

の規定に基づき、国が定める基本指針に即して策定します。  

また、次世代育成支援対策推進法（平成 15 年 7 月 16 日法律第 120 号）の改正によ

り、法律の有効期限が１０年間（平成３７年３月３１日まで）延長されたことから、

同法第８条の規定に基づく「市町村行動計画」にも位置づけ、これまで当市の市町村

行動計画（四街道市こどもプラン）により展開してきた次世代育成に係る施策を継承

し、一体的に策定する計画とします。 

 

計画体系における位置づけ  （２）

本計画は、国の動向や市の現状を踏まえ、これまでの市の取組との継続性を保ち、

様々な分野の取組を総合的、横断的に進めていくものです。そのため、「四街道市総合

計画」を上位計画とし、母子保健計画の内容を包含しながら、関連計画との整合性を

図り、子どもや子育てに関する分野の個別計画として位置づけます。 

  

子ども・子育て支援法 （平成 24 年 8 月 22 日法律第 65 号） 
（市町村子ども・子育て支援事業計画）  
第６１条第１項 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地
域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑
な実施に関する計画を定めるものとする。 

総合計画

地域福祉計画

具体的な取り組み
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理念・方向性・仕組み
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３． 計画の期間  

本計画の期間は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 

ただし、計画期間中、国の動向や社会情勢が変化した場合は、本計画を見直すなど、

その変化に柔軟に対応していきます。 

 

 
 

  

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（2015） （2016） （2017） （2018） （2019）
年度

進捗確認・

評価

進捗確認・

評価

進捗確認・

評価

進捗確認・

評価
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１． 市の現状  

総人口・世帯数の推移 （１）

平成２６年４月１日現在の市の総人口は 90,924 人、世帯数は 37,518 世帯となり、

総人口、世帯数ともに増加傾向にある一方で、一世帯あたりの人員は減少しています。 

また、年齢３区分別の人口割合でみると０～１４歳の子どもの人口割合は横ばいで

推移しています。 

※平成２４年７月９日に改正住民基本台帳法が施行されたことに伴い、平成２５年と 

平成２６年の人口には外国人を含めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1 日） 

87,538 88,083 88,998 90,644 90,924 

34,697 35,267 35,982 37,044 37,518 
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総人口・世帯数の推移

総人口 世帯数 一世帯あたり人員

（人・世帯） （人）

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日） 

13.6% 13.5% 13.5% 13.5% 13.4%

63.9% 63.4% 62.5% 61.6% 60.6%

22.5% 23.1% 24.0% 24.9% 26.0%
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40%
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80%

100%

平成22年 23年 24年 25年 26年

年齢3区分別人口割合の推移

0～14歳 15～64歳 65歳以上
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男女別５歳階級別の人口構成 （２）

平成２６年４月１日現在の市の男女別５歳階級別の人口構成をみると、４０～４４

歳、次いで６５～６９歳の年齢層で人口が多く、２９歳以下の若い世代の人口が少な

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

518

828

1,415

2,219

3,467

4,114

3,474

2,355

2,348

3,002

3,750

3,258

2,667

2,173

2,011

2,089

1,989

1,960

1,867

163

483

1,137

2,272

3,537

3,504

3,041

2,359

2,600

3,127

4,139

3,556

2,820

2,114

2,041

2,138

2,222

2,171

1,996

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

90歳以上

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

男女別5歳階級別の人口構成（平成26年4月1日現在）

男性

女性

（人）
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児童人口（児童数）の推移 （３）

平成２３年から２５年にかけて、大規模な住宅開発などによる人口増加などに伴い、

児童数も増加しました。特に０～５歳の増加が大きくなっていましたが、平成２６年

に入ると若干減少に転じています。 

※平成２４年７月９日に改正住民基本台帳法が施行されたことに伴い、平成２５年と 

平成２６年の人口には外国人を含めています。 

 

 

  

 

672 679 724 718 716

702 716 715 782 772

781 727 764 770 793
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4,945 4,938 4,935 5,004 5,010

0
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資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日） 

 

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日） 
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婚姻率・離婚率 （４）

婚姻率は県・国より低く、その推移をみると低下傾向にあります。婚姻件数もゆる

やかな減少傾向にあり、ここ数年は 410～420 件前後で推移しています。 

一方、離婚率の推移をみると、婚姻率と同様、県・国より低く、1.5～2.0‰の範囲

で推移しています。離婚件数は年によってばらつきがあり、平成２３年まで減少傾向

にありましたが、平成２４年は 155 件に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：指標で知る千葉県（年間値） 

414 419 424 409 413
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4.6 4.6
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資料：指標で知る千葉県（年間値） 
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家族類型別世帯数の推移 （５）

家族類型別世帯数の推移をみると、総世帯数が増加する中で核家族世帯（ひとり親

以外）、ひとり親世帯、単身世帯が増加しています。構成比では、三世代世帯や核家族

世帯（ひとり親以外）の比率が下がり、単身世帯の比率が高まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

72.9%

72.1%
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非親族を含む世帯 単身世帯

資料：国勢調査 
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女性の就業状況 （６）

本市の女性就業者数（１５歳以上）は、平成２年から平成７年にかけて大きく増加

し、それ以降は微増で推移してきました。平成２２年に女性の就業者数は減少しまし

たが、全就業者も減少しているため、就業者に占める女性の割合は 40.6％と過去最高

に達しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年の女性労働力率を年齢別にみると、２０～２４歳 64.9％、２５～２９歳

72.4％と２０歳代をピークに低下し、３５～３９歳は 59.2％まで落ち込んでいます。

その後、再び上昇に転じ、４５～４９歳の 70.7％をピークに低下するＭ字型を描いて

います。県・国と比べると、３５歳以上の年齢層において低い数値を示していること

が特徴です。 

  

資料：国勢調査 

12,690
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資料：国勢調査 
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保育所の状況 （７）

市内の保育所（認定こども園を含む）は、平成２６年４月１日現在で１０か所（公

立２か所、私立８か所）、定員は 872 人で、入所率は 104.4％となっています。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別入所児童数の推移をみると、保育所等の新設により全年齢で増加しています

が、一方では待機児童についても増加傾向にあることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども保育課（各年 4 月 1 日） 

629
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677
771 819 877 910
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1,000

平成22年 23年 24年 25年 26年

保育所の定員数と在籍実人数

定員 在籍実人数 入所率（％）

（人）

（保育所数） (6) (8) (8) (9) (10)

資料：こども保育課（各年 4 月 1 日） 

保育所の状況 （単位：か所、人）

公立 私立 総数 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

平成22年 2 4 629 677 36 98 124 132 147 140

平成23年 2 6 752 771 42 120 140 169 155 145

平成24年 2 6 752 819 37 118 148 173 182 161

平成25年 2 7 812 877 44 136 157 169 185 186

平成26年 2 8 872 910 52 132 167 183 186 190

保育所数
定員数

在園児数
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待機児童数の推移
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資料：こども保育課（各年 4月 1 日） 
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平成22年

23年
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年齢別入所児童数の推移

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

（人）

資料：こども保育課（各年 4月 1 日） 
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幼稚園の状況 （８）

市内の幼稚園は９か所で、平成２６年５月１日現在の園児数は 1,571 人となってい

ます。平成２４年度をピークに、園児数（総数）は年々減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所・幼稚園等配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校基本調査（各年 5 月 1 日） 

幼稚園の状況 （単位：か所、クラス、人）

公立 私立 総数 ３歳 ４歳 ５歳

平成22年 ― 9 64 1,644 461 550 633

平成23年 ― 9 63 1,642 523 556 563

平成24年 ― 9 63 1,682 483 622 577

平成25年 ― 9 64 1,677 482 568 627

平成26年 ― 9 62 1,571 464 530 577

園数
学級数

園児数

四街道総合公園

吉岡小

千代田幼稚園

千代田中第二コスモス幼稚園

みそら幼稚園

つぼみ幼稚園

四街道さつき幼稚園

緑ヶ丘幼稚園

四街道旭幼稚園

くりやま幼稚園

さくらがおか幼稚園

（平成 26 年 4 月 1 日） 
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小中学校の状況 （９）

市内の小学校は１２校で、平成２６年５月１日現在の児童数は 4,947 人となってい

ます。また、市内の中学校は５校で、平成２６年５月１日現在の生徒数は 2,322 人と

なっています。小学校・中学校ともに児童生徒数はほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こどもルームの状況 （１０）

こどもルームでは、保護者が仕事や看護などのために昼間家庭で保育できない小学

生（全学年）を対象に、放課後や学校休業日（夏季等における長期休業期間を含む）

に遊びや生活の場を提供しています。平成２６年４月にみそら小学校敷地内に新設し

たことにより、市内全小学校敷地内にこどもルームが整備され、平成２６年４月１日

現在、１４ルーム、定員 550 人となっています。登録児童数は増加傾向にあり、入所

率は上昇しています。 
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平成22年 23年 24年 25年 26年

こどもルームの登録児童数の推移

定員 登録児童数 入所率

（人）

（ルーム数） (13) (13) (13) (13) (14)

資料：こども保育課（各年 4 月 1 日） 

小学校・中学校の状況 （単位：校、人、学級）

学校数 児童数 学級数 学校数 生徒数 学級数

平成22年 12 4,925 190（26） 5 2,327 76（9）

平成23年 12 4,940 190（26） 5 2,340 78（9）

平成24年 12 4,941 192（28） 5 2,306 77（9）

平成25年 12 4,939 194（28） 5 2,338 80（10）

平成26年 12 4,947 198（29） 5 2,322 78（10）

小学校 中学校

※学級数の（ ）は特別支援学級の内数 

資料：学校基本調査、教育委員会（各年 5 月 1 日） 

小学校・中学校の状況 （単位：校、人、学級）

学校数 児童数 学級数 学校数 生徒数 学級数

平成22年 12 4,925 190（26） 5 2,327 76（9）

平成23年 12 4,940 190（26） 5 2,340 78（9）

平成24年 12 4,941 192（28） 5 2,306 77（9）

平成25年 12 4,939 194（28） 5 2,338 80（10）

平成26年 12 4,947 198（29） 5 2,322 78（10）

小学校 中学校
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母子保健関連 （１１）

○合計特殊出生率の推移 

一人の女性が生涯に生む子どもの数を示す合計特殊出生率は、県は国を下回ってお

り、本市は平成２２年まで県よりもさらに低い水準で推移していましたが、平成２３

年以降上昇傾向が見られ、平成２５年は 1.43 となり、国と同水準となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○出生時の母親の年齢 

出生時の母親の年齢を５歳階級別にみると、近年は３０～３４歳、２５～２９歳、

３５～３９歳の順に多いという傾向が続いています。長期的な傾向として、晩婚化な

どによる高齢出産が増加傾向にあります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 
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合計特殊出生率の推移

国 千葉県 四街道市

1.4%

1.9%

1.1%

1.1%

1.2%

10.2%

7.8%

8.9%

10.7%

9.4%

25.9%

27.6%

27.7%

31.3%

28.8%

34.4%

36.1%

34.5%

31.6%

35.5%

23.4%

22.5%

22.6%

21.7%

21.8%

4.7%

4.1%

5.1%

3.8%

3.3%

25年

24年

23年

22年

平成21年

母親の年齢（５歳階級）別出生数の構成割合の推移

～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳～

資料：千葉県衛生統計年報 
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○乳児家庭全戸訪問事業の実施状況 

母親の子育てに対する不安を解消し、健全な子どもを育てることを支援する目的で、

生後４か月までを対象とした乳児家庭全戸訪問（こんにちは赤ちゃん）事業を実施し

ており、平成２３年度 83.5％、平成２４年度 89.5％、平成２５年度 78.9％と８～９

割程度で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○乳幼児健康診査等の実施状況 

平成２５年度の乳幼児健康診査等の受診率は、１歳６か月児健康診査が 95.1％と最

も高く、次いで３～４か月児乳児相談 93.3％、３歳６か月児健康診査 88.9％、８か月

児歯・離乳食教室 78.3％、２歳６か月児歯科健康診査 76.8％となっています。 
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78.3%

95.1%

76.8%
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8か月児

歯・離乳食教室

1歳6か月児

健康診査

2歳6か月児

歯科健康診査

3歳6か月児

健康診査

乳幼児健康診査等の受診率（平成25年度）
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平成21年 22年 23年 24年 25年

乳児家庭全戸訪問事業の推移

対象数（人） 訪問数（世帯） 訪問率

（人・世帯）

資料：健康増進課 
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＜３～４か月児乳児相談、８か月児歯・離乳食教室＞ 

３～４か月児乳児相談や８か月児歯・離乳食教室は、相談者数はばらつきがありま

すが、相談率は増加傾向にあり、３～４か月児乳児相談は２５年度には９割を超えて

います。 
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資料：健康増進課 
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資料：健康増進課 
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＜１歳６か月児健康診査、２歳６か月児歯科健康診査、３歳６か月児健康診査＞ 

１歳６か月児健康診査は受診率が高く、９割を超えていますが、２歳６か月児歯科

健康診査は、他の健康診査に比べやや受診率が低くなっています。 

また、３歳６か月児健康診査は年度によって受診率にばらつきがあるものの、ここ

数年は約９割が受診しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

資料：健康増進課 
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資料：健康増進課 
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２． 現行計画の達成状況 

「四街道市こどもプラン(後期計画)」で数値目標を設定した事業の達成状況は 

以下の通りです。 

  

目標値 実績値

平成26年度 平成25年度

定員数

設置か所数

749人
8か所+分園1か所

812人
9か所+分園1か所

達成

定員数

設置か所数

749人
8か所+分園1か所

812人
9か所+分園1か所

達成

定員数

設置か所数

4人

1か所

0人

0か所
未達成

定員数

設置か所数

4人

1か所

4人

1か所
達成

設置か所数 12校14か所 11校13か所 未達成

定員数

設置か所数

50人

5か所

59人

6か所
達成

設置か所数 4か所 7か所 達成

設置か所数

会員数

１か所

650人

１か所

967人
達成

開催回数 6回/年 6回/年 達成

実施回数 7回 1回 未達成

実施回数 10回 9回 未達成

実施回数 5回 7回 達成

 ４か月児相談 85.0% 93.3% 達成

８か月児教室 75.0% 78.0% 達成

１歳６か月児健診 95.0% 95.1% 達成

３歳６か月児健診 85.0% 88.9% 達成

登録団体数 30団体 ― 未達成

受診率 75.0% 76.8% 達成

３歳児の割合 75.0% 85.5% 達成

実施回数 10回/年 13回/年 達成

実施人数 580人 686人 達成

参加人数 800人 683人 未達成

実施回数 2校 3校 達成

開催回数 6回/年 0回 未達成

－ 全ルーム 全ルーム 達成

設置軒数 3,000軒 2,553軒 未達成

実施回数 2回/年 2回/年 達成

小さな子どもとふれあう機会の提供

こどもルームでの障害のある児童の受け入れ

「こども110番の家」の充実

（こどもルームでの）避難訓練の実施

２歳６か月児歯科健康診査

むし歯のない幼児の割合

幼児歯科健康教育

事故防止方法についての知識の普及

青少年健全育成推進大会

思春期保健事業の推進

２、３歳児ひよこ教室（四街道公民館）

２歳児子育て教室（千代田公民館）

乳幼児なかよし教室

（現：３歳児レクリエーション教室　旭公民館）

乳

幼

児

健

康

診

査

・

相

談

受診率

「すくすくネット」の充実

病後児保育事業

こどもルーム事業

一時預かり事業

子育て支援センター事業

ファミリー・サポート・センター事業

パパ・ママルームの土日曜開催

区分 単位 達成度

通常保育事業

延長保育事業

病児保育事業
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３． アンケート調査による主な結果概要 

調査の目的 （１）

本市では、本計画を策定するに先立って、市民の子育てに対する意識や意向などを

把握するとともに、今後の子育て支援に関する基礎資料を得ることを目的に市内在住

の就学前児童を持つ保護者 1,000 人（有効回収数 635 人）、小学生を持つ保護者 1,000

人（有効回収数 591 人）を対象にアンケート調査を実施しました。 

 

 

調査の設計 （２）

  

   
四街道市子育て支援に関する 

アンケート調査（就学前児童） 

四街道市子育て支援に関する 

アンケート調査（小学生） 

調査対象 
四街道市内に居住する 

就学前児童を持つ保護者 

四街道市内に居住する 

小学生を持つ保護者 

標 本 数 1,000人 1,000人 

抽出方 法 住民基本台帳からの無作為抽出法 

回収数(率) 635人（63.5％） 591人（59.1％） 

調査方 法 郵送配布、郵送回収 

調査期 間 平成25年11月29日～平成25年12月13日 
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① 回答者のプロフィール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17.5 

2.8 

11.2 

15.0 

9.4 

5.4 

10.2 

1.6 

2.5 

5.4 

10.4 

7.6 

1.1 

四街道小学校区

旭小学校区

南小学校区

中央小学校区

大日小学校区

八木原小学校区

四和小学校区

山梨小学校区

みそら小学校区

栗山小学校区

和良比小学校区

吉岡小学校区

無回答

15.1 

3.7 

6.6 

14.7 

9.5 

9.0 

10.0 

2.7 

4.6 

4.1 

14.0 

4.4 

1.7 

四街道小学校区

旭小学校区

南小学校区

中央小学校区

大日小学校区

八木原小学校区

四和小学校区

山梨小学校区

みそら小学校区

栗山小学校区

和良比小学校区

吉岡小学校区

無回答

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】          【小学生調査】【n=591】 

〈居住地区〉 

〈子どもの生年月日（学年齢）〉 

小学校

1年生
18.8

小学校

2年生
15.9

小学校

3年生
17.3

小学校

4年生
17.1

小学校

5年生
14.9

小学校

6年生
15.6

無回答
0.5

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】          【小学生調査】【n=591】 

0歳児
16.5

1歳児
18.0

2歳児
15.6

3歳児
16.2

4歳児
17.6

5歳児
15.4

無回答
0.6
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調査結果の分析 （３）

○きょうだいの人数は、就学前、小学生とも「２人」が最も高くなっています。また、

就学前では「ひとりっ子」が２番目に高いのに対し、小学生では「３人」が２番目に

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○家族の同居の状況では、就学前、小学生とも「父母同居」は９割近くを占めました

が、祖父母の同居は１割程度にとどまっています。祖父母の同居割合は就学前の方

が小学生より低くなっています。（無回答には「近居者がいない」保護者も含まれ

ます）  

近居の状況では、就学前では祖父母との近居は４割程度みられますが、小学生では

３割程度と就学前に比べて低くなっています。 

〈きょうだい数〉 

ひとりっ子
30.4

２人
48.2

３人
16.2

４人
3.5

５人以上
1.3

無回答
0.5

ひとりっ子
13.9

２人
57.0

３人
23.9

４人
3.4

５人以上
1.4

無回答
0.5

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】          【小学生調査】【n=591】 

〈家族の同居・近居の状況〉 

85.8

86.8

9.0

11.7

8.3

父親

母親

祖父

祖母

無回答

0.8

0.6

42.8

47.2

50.4

父親

母親

祖父

祖母

無回答

85.6 

90.4 

12.4 

16.6 

6.1 

父親

母親

祖父

祖母

無回答

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】        【小学生調査】【n=591】 

①同居 

②近居（※概ね３０分程度で行き来できる範囲） 

0.8 

0.7 

31.5 

37.9 

59.6 

父親

母親

祖父

祖母

無回答
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23.0 

58.6 

2.7 

17.0 

15.3 

1.3 

日常的に祖父母等の親族に預

かってもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族に預かってもらえる

日常的に子どもを預けられる友

人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子ど

もを預けられる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

28.4 

51.8 

6.8 

28.4 

11.7 

1.9 

日常的に祖父母等の親族に預

かってもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族に預かってもらえる

日常的に子どもを預けられる友

人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子ど

もを預けられる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】        【小学生調査】【n=591】 

〈日頃のサポートの状況〉 

○日頃のサポートの状況では、就学前、小学生とも「緊急時もしくは用事の際には祖

父母等の親族に預かってもらえる」が最も高くなっています。「緊急時もしくは用事

の際には子どもを預けられる友人・知人がいる」では、就学前より小学生が高くな

っています。 

一方、「いずれもいない」は、就学前では 15.3％、小学生でも 11.3％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子育てするなかで悩んだり不安に感じたりすることは、「子どものしつけ・生活習慣」

が 56.4％と最も高く、次いで「子どもの病気・健康」が 34.8％、「子どもの発育・

発達」が 18.4％、「子育てのストレス」が 15.7％などとなりました。子どもの生活

習慣や健康、子育てしている方自身に関することが上位となっています。 

【就学前調査】【n=635】         

〈子育てをするなかで悩んだり不安に感じたりすること〉 

56.4 

18.4 

34.8 

4.7 

12.4 

6.0 

3.9 

6.6 

5.8 

5.0 

9.3 

4.6 

6.5 

2.0 

6.0 

15.7 

11.2 

4.3 

3.8 

子どものしつけ・生活習慣

子どもの発育・発達

子どもの病気・健康

子どもの成績や勉強

子どもの友人関係

子どもを通じての近所づきあい

十分な住居スペースがない

近所に遊ばせる場所がない

治安など子育て環境への影響

自分の体力や健康に自信がない

病気や出産時の子どもの世話

家庭内での協力が得られない

親同士の輪に入りづらい

子育てに関する情報不足

子育てに関して自信がもてない

子育てのストレス

特にない

その他

無回答

（単位：％） 

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 子どものしつけ・生活習慣 358              56.4             

2 子どもの発育・発達 117              18.4             

3 子どもの病気・健康 221              34.8             

4 子どもの成績や勉強 30                4.7               

5 子どもの友人関係 79                12.4             

6 子どもを通じての近所づきあい 38                6.0               

7 十分な住居スペースがない 25                3.9               

8 近所に遊ばせる場所がない 42                6.6               

9 治安など子育て環境への影響 37                5.8               

10 自分の体力や健康に自信がない 32                5.0               

11 病気や出産時の子どもの世話 59                9.3               

12 家庭内での協力が得られない 29                4.6               

13 親同士の輪に入りづらい 41                6.5               

14 子育てに関する情報不足 13                2.0               

15 子育てに関して自信がもてない 38                6.0               

16 子育てのストレス 100              15.7             

17 特にない 71                11.2             

18 その他 27                4.3               

無回答 24                3.8               

N （％ﾍﾞｰｽ） 635              100              
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① 親の就労状況 

○母親の就労状況では、就学前では「以前は就労していたが、現在は就労していない」

が最も高く、小学生では「パート・アルバイトで就労」が最も高くなっています。

フルタイムへの転換希望は、就学前、小学生とも２割程度にとどまり「パート・ア

ルバイトを続けたい」が半数を超えています。 

  

〈母親の就労状況〉 

フルタイムで就労

しており、産休・

育休・介護休業

中ではない
14.3

フルタイムで就労してい

たが、産休・育休・介護

休業中である
6.5

パート・アルバイト等

（フルタイム以外）で

就労しており、産休・

育休・介護休業中で

はない
23.6パート・アルバイト等（フル

タイム以外）で就労してい

たが、産休・育休・介護休

業中である
2.2

以前は就労し

ていたが、現

在は就労して

いない
45.4

これまでに就

労したことが

ない
4.4

無回答
3.6

フルタイムで就労して

おり、産休・育休・介

護休業中ではない
19.3

フルタイムで就労し

ていたが、産休・育

休・介護休業中であ

る
0.8パート・アルバイト等（フル

タイム以外）で就労してお

り、産休・育休・介護休業

中ではない
42.1

パート・アルバイト

等（フルタイム以

外）で就労してい

たが、産休・育休・

介護休業中であ

る
0.2

以前は就

労していた

が、現在は

就労してい

ない
29.1

これまでに

就労したこ

とがない
4.1

無回答
4.4

フルタイムへの

希望があり、実

現できる見込み

である
2.0

フルタイムへの

希望があるが、

実現できる見込

みはない
21.6

パート・アル

バイト等の就

労を続けたい
56.0

パート・アルバ

イト等をやめて

子育てや家事な

どに専念したい
3.2

無回答
17.2

フルタイムへの希望があり、

実現できる見込みである
3.7

フルタイム

への希望が

あるが、実

現できる見

込みはない
20.7

パート・ア

ルバイト等

の就労を続

けたい
55.5

パート・アルバイト

等をやめて子育て

や家事などに専念

したい
4.9

無回答
15.2

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】        【小学生調査】【n=591】 

◆パート・アルバイト等：フルタイムへの転換希望  

【就学前調査】【n=164】         【小学生調査】【n=250】 
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② 教育・保育事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○幼稚園・保育所などの教育・保育事業の利用状況は、就学前では「利用している」

が約６割となっています。また、小学生のこどもルームの利用状況では「利用して

いない」が８割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現在利用している、利用していないに関わらず「定期的に利用したい」教育・保育

事業は、「幼稚園」が最も高く、次いで「幼稚園の預かり保育」、「認可保育所・

保育園」などとなっています。「幼稚園の預かり保育」では、現在（11.3％）より

も今後（41.3％）が特に大きくなっています。 

利用している
10.7

利用してい

ない
85.4

無回答
3.9

利用して

いる
62.8

利用して

いない
36.2

無回答
0.9

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】        【小学生調査】【n=591】 

〈定期的な利用状況（小学生はこどもルーム（学童保育所）の利用状況）〉 

58.6 

11.3 

29.8 

2.5 

0.0

0.5 

3.3 

2.8 

1.0 

0.0 

1.0 

2.5 

67.1 

41.3 

37.2 

16.7 

4.4 

3.3 

5.4 

3.1 

2.2 

3.3 

8.8 

2.0 

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所・保育園

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

現在 今後

（単位：％） 〈定期的に利用したい教育・保育事業（就学前児童のみ）〉 

【就学前調査】【n=635】 
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③ 地域子育て支援拠点事業 

〈年齢別の利用状況〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域子育て支援拠点事業について年齢別に利用状況をみると、「利用している」は

０歳児が最も高く、０～２歳児までが３割を超えています。 
 

〈現在の利用状況からみる今後の利用希望（0～２歳）〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現在の利用状況別に今後の利用希望（０～２歳児のみ）をみると、現在「利用して

いる」と回答した保護者で「今後利用日数を増やしたい」は半数強、現在「利用し

ていない」と回答した保護者で「利用したいとは思わない」は６割弱となりました。  

（単位：％） 

（単位：％） 

20.9

45.7

36.8

24.2
3.9

6.3

7.1

3.0

4.8

3.5

6.1

1.0

0.9

2.0

75.0

49.5

59.6

69.7

93.2

90.2

89.8

2.4

1.9

1.8

2.0

1.9

3.6

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

0歳児

1歳児

2歳児

3歳児

4歳児

5歳児

地域子育て支援拠点事業

（親子が集まって過ごしたり、

相談をする場）

その他当該自治体で実施し

ている類似の事業

利用していない

無回答

利用 

している 

【就学前調査】【n=635】 

◆利用している（支援センター） 
【n=114】 

◆利用していない 
【n=189】 

利用していないが、

今後利用したい
3.5

すでに利用して

いるが、今後利

用日数を増やし

たい
52.6

新たに利用したり、

利用日数を増やし

たいとは思わない
36.8

無回答
7.0

利用していないが、

今後利用したい
6.7

すでに利用して

いるが、今後利

用日数を増やし

たい
53.3

新たに利用したり、

利用日数を増やし

たいとは思わない
33.3

無回答
6.7

利用していないが、

今後利用したい
38.6

新たに利用したり、

利用日数を増やし

たいとは思わない
58.2

無回答
3.2

◆利用している（類似事業） 
【n=15】 
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④ 子育て支援サービス 

〈認知度〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈利用状況〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子育て支援サービスの認知度は、「子育て支援センター」が 84.3％と最も高く、次

いで「パパ・ママルーム」が 55.6％、「子育てサロン」が 54.3％と半数を上回りま

した。「育児講座」や「つどいの広場」、「親子カウンセリング」の認知度は３割弱に

とどまりました。 

○子育て支援サービスの利用状況は、「子育て支援センター」のみ 54.0％と半数を上

回りました。総じて、「利用したことがある」と回答した比率は低くなっています。 

【就学前調査】【n=635】 

（単位：％） 

84.3

55.6

54.3

35.0

28.7

26.3

26.0

10.1

39.4

40.8

59.2

65

68.2

68.2

5.7

5.0

4.9

5.8

6.3

5.5

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援センター

パパ・ママルーム

子育てサロン

おやこくらぶ

四街道・千代田・旭公民館育児講座

つどいの広場

親子カウンセリング

知っている 知らない 無回答

【就学前調査】【n=635】 

（単位：％） 

54.0

20.3

18.6

13.7

6.3

5.7

3.0

40.5

69.6

71.3

75.6

81.7

82.7

84.6

5.5

10.1

10.1

10.7

12.0

11.7

12.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援センター

パパ・ママルーム

子育てサロン

おやこくらぶ

つどいの広場

四街道・千代田・旭公民館育児講座

親子カウンセリング

利用したことがある 利用したことがない 無回答
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○子育て支援サービスにおける今後の利用意向は、「子育て支援センター」が49.1％

と最も高く、約半数が利用したいとなっており、次いで「おやこくらぶ（児童セン

ターにおける子育て支援事業）」が26.8％、「子育てサロン」が26.6％などとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（単位：％） 

【就学前調査】【n=635】 

〈利用意向（今後利用したい）〉 

49.1

26.8

26.6

24.1

23.5

20.3

16.9

41.6

60.6

61.1

62.5

63.6

66

70.6

9.3

12.6

12.3

13.4

12.9

13.7

12.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援センター

おやこくらぶ

子育てサロン

つどいの広場

四街道・千代田・旭公民館育児講座

親子カウンセリング

パパ・ママルーム

はい いいえ 無回答
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⑤ 小学校就学後の放課後の過ごし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所は、就学前・小学生ともに「自

宅」が最も高く、「習い事・学習塾」が２番目に高くなっています。「こどもルー

ム（学童保育所）」は就学前（５歳以上）では26.7％に対して、小学生では17.6％

にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○小学校就学後（高学年）の放課後の過ごさせたい場所は、就学前・小学生ともに「自

宅」が最も高く、次いで「習い事・学習塾」と、低学年と同様となっています。「こ

どもルーム（学童保育所）」は就学前（５歳以上）で14.3％、小学生では7.1％と、

低学年よりさらに低くなっています。 

  

〈放課後に過ごさせたい場所（低学年）〉 

〈放課後に過ごさせたい場所（高学年）〉 

 

 

 【就学前調査】【n=210(5 歳以上)】    【小学生調査】【n=307(低学年のみ)】 

55.2 

16.2 

36.2 

6.2 

14.3 

26.7 

1.4 

0.0 

18.1 

21.4 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・学習塾

児童センター

放課後子ども教室

こどもルーム（学童保育所）

プレーパーク

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

（単位：％） 

 

72.0 

24.8 

63.5 

6.8 

11.1 

17.6 

8.1 

0.0 

48.2 

1.3 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・学習塾

児童センター

放課後子ども教室

こどもルーム（学童保育所）

プレーパーク

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

56.7 

14.8 

50.5 

5.2 

12.4 

14.3 

1.9 

0.5 

22.9 

24.8 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・学習塾

児童センター

放課後子ども教室

こどもルーム（学童保育所）

プレーパーク

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

73.4 

23.2 

69.7 

9.1 

8.5 

7.1 

7.3 

0.7 

44.2 

6.6 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事・学習塾

児童センター

放課後子ども教室

こどもルーム（学童保育所）

プレーパーク

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

（単位：％） 

【就学前調査】【n=210(5 歳以上)】     【小学生調査】【n=591】 
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働いてい

なかった
0.6

取得した

（取得中

である）
2.4

取得して

いない
89.1

無回答
7.9

働いてい

なかった
61.3

取得した

（取得中で

ある）
22.8

取得して

いない
12.0

無回答
3.9

（単位：％） 

 

 ①父親【n=635】            ②母親【n=635】 

【就学前調査】 

⑥ 育児休業制度（就学前児童のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

    

 

 

 

○育児休業制度の取得状況をみると、「取得した（取得中)」は父親が 2.4％、母親が

22.8％と父親は少数にとどまっており、「取得していない」は父親が 89.1％、母親

が 12.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○育児休業から職場に復帰した（したい）時期は、「年度初めの保育所入所に合わせ

たタイミング」は母親が63.0％と半数を超えていますが、父親は該当者がいません

でした。「それ（年度初めの保育所入所に合わせたタイミング）以外」は、父親が

91.7％、母親が37.0％となっています。 

 

 

 

 

〈育児休業取得状況〉 

〈職場に復帰した時期〉 （単位：％） 

 【就学前調査（育児休業取得中）で、「職場に復帰した（復帰予定）」と回答した方のみ】 

①父親【n=12】            ②母親【n=127】 

それ以外
91.7

無回答
8.3

年度初めの保

育所入所に合

わせたタイミン

グ
63.0

それ以外
37.0

無回答
0.0
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○育児休業取得後に職場に復帰した（したい）保護者と育児休業中の保護者において、

１歳になるまでの育児休業取得意向を見ると、「（必ず預けられる保育所等があれば）

１歳になるまで取得した（したい）」は母親が 75.6％、父親が 25.0％、「1 歳になる

前に職場復帰した（したい）」は母親が 7.9％、父親が 25.0％となっています。 

 

 

 

 

  

 

（単位：％） 

【就学前調査（育児休業取得中）で、「職場に復帰した（復帰予定）」と回答した方のみ】 

〈1 歳になるまでの育児休業取得意向〉 

①父親【n=12】            ②母親【n=127】 
1歳になる

まで取得し

た（したい）
25.0

1歳になる

前に職場

復帰した

（したい）
25.0

無回答
50.0

1歳になる

まで取得し

た（したい）
75.6

1歳になる

前に職場

復帰した

（したい）
7.9

無回答
16.5
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⑦ 行政サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○住まいの地域における子育て環境や支援への満足度は、就学前、小学生とも、満足

度が「低い」と「やや低い」を合わせた『低い』が、満足度が「高い」と「やや高

い」を合わせた『高い』を上回っており、満足度は総じて低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○充実を図ってほしい市のサービスでは、「子連れでも出かけやすく、楽しめる場所を

増やして欲しい」が就学前、小学生とも最も高くなっています。就学前では「保育

所や幼稚園にかかる費用負担を軽減して欲しい」も６割を超えています。 
 
 

 

（単位：％） 〈住まいの地域における子育て支援や環境の満足度〉 

【就学前調査】【n=635】        【小学生調査】【n=591】 

低い
7.9

やや低い
20.8

ふつう
42.2

やや高い
20.9

高い
3.9

無回答
4.3

低い
6.9

やや低い
21.0

ふつう
43.3

やや高い
24.5

高い
1.9

無回答
2.4

（単位：％） 〈充実を図ってほしい市のサービス〉 

 

74.5

64.9

30.9

28.5

21.3

18.7

13.4

11.8

11.2

7.7

61.1

25.2

35

9.1

12.4

18.1

8.1

13.4

3.2

1.4

子連れでも出かけやすく、楽しめる場所を増やして欲しい

保育所や幼稚園にかかる費用負担を軽減して欲しい

安心して子どもが医療機関にかかれる体制を整備して欲しい

認可保育所を増やして欲しい

専業主婦など誰でも気軽に利用できるＮＰＯ等による保育サービスが欲しい

児童センターなど、親子が安心して集まれる身近な場、イベントの機会が欲しい

子育てについて学べる機会を作って欲しい

子育てに困ったときに相談したり情報が得られる場所を増やして欲しい

こどもルーム（学童保育所）を増やして欲しい

幼稚園を増やして欲しい

就学前（n=635)

小学生（n=591)
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４． 座談会・意見交換会の意見 

調査の目的 （１）

四街道市内に住む母親などから、子育て環境における市の魅力や改善点などについ

て当事者の具体的な意見を聞き、本計画の実効性を高めることを目的に、「子育て座談

会」および「意見交換会」をそれぞれ２回ずつ、合計４回実施しました。 

 

実施概要 （２）

  《座談会》 

日 時 平成２６年７月１日 １０：３０～１１：３０ 

場 所 大日保育園 子育て支援センター「ひまわり」 

参 加 者 子どもを持つ母親 ６名 

 

日 時 平成２６年７月２日 １３：００～１４：３０ 

場 所 中央保育所 子育て支援センター「すずらん」 

参 加 者 子どもを持つ母親 ５名 

 

《意見交換会》 

日 時 平成２６年７月１３日 １５：００～１７：００ 

場 所 四街道市福祉センター３階会議室１ 

参 加 者 小学生の子どもを持つ母親など １７名 

 

日 時 平成２６年７月１４日 １０：００～１１：３０ 

場 所 四街道市福祉センター３階会議室１ 

参 加 者 幼稚園児の子どもを持つ母親など １１名 

 

 

主な意見 （３）

 

  ○四街道市の良いところ 

 

〈環境〉 

・  都会でもなく田舎でもなく、子育てする環境としてちょうど良い。また、千葉市

に近く、都内への通勤も可能で、近隣にはスーパーなど商業施設も集約されており、

住環境としても良い。 

 

  〈医療・福祉〉 

・  子どもに対する医療費補助が手厚い（中学卒業まで保険診療の医療費無料）。 

・  夜間に子どもが体調を崩すことが多く、２４時間救急ダイヤルは助かる。 
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〈相談体制〉 

・  市役所の保健師に相談した際、良いアドバイスをいただいた。 

 

〈遊び場〉 

・  わろうべの里はイベントが充実しており、食事スペースや図書室などがきれいで

使いやすく、雨の日でも１日過ごせる場所として魅力的。 

・  面積、人口の割には、公園など子どもを連れて遊ぶ場所が多い。 

 

〈情報〉 

・  月２回投函される「市政だより」で、イベント情報をある程度把握できる。 

 

○四街道市の課題・改善点、市への要望等 

 

〈子育て支援センター〉 

・  歩いていけるところに子育て支援センターが欲しい。 

・  横浜市にある３６５日２４時間対応の緊急時に子どもを預けられる施設が羨ま

しい。 

 

〈遊び場〉 

・  歩いて行ける範囲に、公園など子どもが安心して遊べる場所が欲しい。 

・  公園に、遊具、芝生、時計、きれいなトイレ（オムツ交換台）など整備してほし

い。 

・  魅力的な遊び場もあるが、立地に偏りがあり、地域格差を感じる。 

・  未就学児の施設は多いと思うが、小学生だけで遊べる場所が市内に満遍なくほし

い。 

・  図書館の蔵書充実や公園整備など、市民の楽しめる場所にお金をかけてほしい。 

 

〈公共施設〉 

・  子育て支援センターやわろうべの里が徒歩圏内にないので、車もしくは公共交通

機関（バス）の利用が不可欠だが、バスが通っていないか、通っていても本数が少

ないため、巡回バス「ヨッピィ」のルートに入れてほしい。  

・  四街道駅は、北口側しかエレベーターがなくて不便。 

・  道路の舗装状態が悪く、ベビーカーだと通りにくい。 

 

〈医療・福祉〉 

・  休日や夜間の救急診療が不便（佐倉まで行かなければならない）。 

・ 子どもが多いと予防接種の費用負担も大きいので、より手厚い支援があるとあり

がたい。 

・  健診の待ち時間が長い。 
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〈相談体制〉 

・  子育て支援センターなどへのアクセスが悪いため、行き場がなく引きこもってし

まう母親もいるのではないか。そのような人のためにも、保健師の訪問回数を増や

すなど行政サイドから積極的にアプローチした方がよい。 

・  かしこまらず、何かのついでに気軽に相談できる場が必要。 

・  子育て支援センターに定期的に保健師に来てほしい。 

・  インターネットで相談し、回答がもらえる仕組みがあるとよい。  

 

〈情報〉 

・  「市政だより」はイベントを一覧できるが、記載が単調で情報量が少ない。 

・  ホームページなど１か所であらゆる情報を収集できるものが欲しい。 

・  メールマガジンのように、こちらから情報を取りにいかなくても自動的に配信さ

れる仕組みがあると便利。 

 

〈幼稚園〉 

・  働いている母親で、子どもを保育所に預けたくても空きがなく、やむなく幼稚園

に入れているケースも少なくない。幼稚園の預かり時間をあと１～２時間延長して

もらえると、保育所と同じような需要がある。 

・  幼稚園ごとに特色があるので、幼稚園探しのときに一覧があると役立つ。 

 

〈こどもルーム〉 

・  子どもが増えている地域で、待機児童の発生や指導員の確保が心配。 

・  こどもルームの安全性と指導員の質を確保してほしい。 

・  こどもルームの開所時間を早めてほしい。 

 

〈その他〉 

・  座談会を定期的に開催し、母親同士で情報交換・意見交換する機会を作ってほし

い。 

・  古い団地の建つ地域では小学校が１クラスしかなく、そのまま持ち上がりなので、

コミュニケーションの面で心配。 
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５． 子ども・子育てにおける本市の課題 

アンケート調査結果や座談会・意見交換会での意見をテーマ別に分類し、本市の

現状を踏まえて整理したところ、以下の８つの点が、今後対応すべき課題として見

えてきました。 

 【アンケート調査・座談会・意見交換会の意見集約】 

 

アンケート(就学前） アンケート（小学生） アンケート自由意見 座談会（子育て支援センター）
意見交換会

(幼稚園・子どもルーム）
課題

保育所を利用する割合が高い地
域は南小学校区、中央小学校区

保育所に入りづらい(保育所が少
ない）

育児休業から復帰するタイミング
は６割が「年度初めに合わせて」

病児保育がほしい（１０件）

保育所が少ない（鷹の台に欲し
い）

育児で悩んでいることは「しつけ・
生活習慣」が５６％でトップ
次いで病気・健康

育児で悩んでいることは「しつけ・
生活習慣」が５７％でトップ
次いで子どもの友人関係、成績

いじめがあった時等に気軽に相
談できる場所がほしい

気軽に相談できる場が必要（わざ
わざ行くのではなく「ついでに」）

24時間相談ダイヤルは助かる

子育てについて相談できる人が
いない割合は５％

小児救急が遠い
インターネットで相談して返事が
もらえる仕組みがあると良い

市役所の保健師に良いアドバイ
スをもらった

相談先として子育て支援センター
を選んだのは１割

子育てに関する情報をわかり易く
発信してほしい。

イベントを一覧にするなどわかり
やすい情報発信

子育て支援センターに保健師等
専門職に定期的に来てほしい

幼稚園の預かり保育を利用する
割合が高いのは大日小学校区と
南小学校区

(負担の少ない）公立幼稚園がほ
しい

預かり保育の時間を延ばしてほし
い（保育所がはいれないのなら）

幼稚園ごとに特色があるので幼
稚園の一覧があると役立つ

希望する教育・保育事業では幼
稚園の預かり保育が最も期待が
高い

幼稚園で夏休みも預かってもら
いたい（働きたい）

長期休暇中の幼稚園の預かり保
育を希望する割合は55％（幼稚
園利用者）

充実してほしいサービスで「費用
負担の軽減」は２番目に高い

保育料、幼稚園の費用負担の軽
減

中学生まで医療費無料は助かる

医療費助成は大変ありがたい

子育て支援サービスは０歳、１歳
児を持つ保護者の利用ニーズが
高い

子育て支援サービス全体の満足
度は「高い」を「低い」がやや上
回っている

図書館を充実してほしい
支援センターを増やしてほしい
（歩いて行ける距離）

子育て支援サービス全体の満足
度は「高い」を「低い」が上回って
いる

特に満足度が低い地域は吉岡小
学校区（42％）とみそら小学校区
（37％）

座談会を定期的に実施して意見
を聞いてほしい

特に満足度が低い地域は大日小
学校区（42％）と吉岡小学校区
（33％）

満足度が高いのは四和小学校区
（46％）

公園など遊びに行ける場所の整
備

満足度が高いのは四和小学校区
（32％）

子どもと遊び、お弁当も食べられ
る場所がほしい

小学校低学年でのこどもルーム
利用希望者割合は２７％

こどもルームの保護者の負担が
大きいので軽減してほしい

児童数が増加しているが、指導
員の確保が不安

長期休業中の開所時間を早くし
てほしい

児童数が増えたらルームも増や
してほしい

保育所の利用時間との隔たりが
大きい

夏休みなどの開所時間を早めて
ほしい

こどもルームの安全性と指導員
の質を確保してほしい

充実してほしいサービスは「子連
れでも出かけやすい場所を増や
す」がトップ

充実してほしいサービスは「子連
れでも出かけやすい場所を増や
す」がトップ

球技のできる公園が欲しい(小学
生）

雨の日に子どもと行けるところが
少ない

公園の遊具が減っている（遊具
がほしい）

特に雨でも遊べる場所が必要 特に雨でも遊べる場所が必要
放課後利用できる児童センター
が身近なところに欲しい

公園など遊びに行ける場所の整
備（芝生など）

子どもと利用できる施設（児童セ
ンターやわろうべの里）は評価で
きるが規模が小さい

子どもが楽しく安全に遊べる公園
の整備

子ども同士で遊びに行ける場所
が少ない

小学生が利用できる施設が市内
全体にあるとよい

子どもが楽しく安全に遊べる公園
の整備

図書館や公園など市民が楽しめ
る場所にお金を使ってほしい

ベビーカーでも出かけやすい道
路・歩道整備

車がないと子育て支援センターを
利用できない。ヨッピイで回れる
と良い

都会でもなく田舎でもなくちょうど
良い住環境

駅にエレベーターがほしい 駅のエレベーターや歩道整備
子育て支援センター等へヨッピィ
で行けるようにしてほしい

公共機関を巡回するバス路線の
充実

市内をバスで移動できると良い
（公共施設間の移動など）

道路の舗装状態が悪く、ベビー
カーで通りづらい

道路(通学路）の安全確保

保育
サービ

ス

ニーズに対応した保
育サービス量の確保

相談
気軽に相談できる
体制の充実

幼稚園

多様な働き方に対応
した保育サービスの
充実

経済的
負担

経済的負担軽減策の
継続

子育て
支援全

般

利用者ニーズを踏ま
えた地域子育て支援
拠点の充実

こども
ルーム

低学年でこどもルーム利用希望
は17.6％
高学年では利用希望は7.1％
実際の利用は１割

こどもルームの充実

遊び場
放課後過ごせる場・
遊び場の充実

まちづく
り

子ども・子育てを意識
したまちの整備
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ニーズに対応した保育サービス量の確保 （１）

・  児童数の増減にかかわらず、保育ニーズは増加傾向にあることから、本市にお

いては、更なる保育サービスの確保が必要です。 

・  特に、本市は住宅開発がおこなわれているため、若い世帯、子育て世帯の流入

が見られ、数の上でも保育サービスの拡大が求められています。 

 

気軽に相談できる体制の充実 （２）

・  情報化の進展とともに、子育てに関する情報の多さに戸惑う保護者も見られま

す。 

・  保健師や保育士など専門家に相談したいニーズは高くなっています。 

・  「遊びに行ったついでに専門家にそれとなく相談したい」、「メールなどで相

談し返事が欲しい」など、気軽に相談できる仕組みが求められています。 

・  相談内容が複雑化、多様化する傾向にあるため、ワンストップで受け付ける体

制も必要です。 

 

多様な働き方に対応した保育サービスの充実 （３）

・  核家族化の進行や就労形態の多様化により、保育ニーズの増加と同時に多様な

サービスが求められています。 

・  近年、新たな保育所等の開所が続いていますが、認可保育所の利用希望は依然

として多く、待機児童数は増加しています。 

・  幼稚園を利用して就労したいという保護者もみられ、夏季等における長期休業

期間の幼稚園における一時預かり（預かり保育）のニーズも高くなっています。 

・  保育サービスの充実により、働きたい人が働ける環境づくりが急務です。 

 

経済的負担軽減策の継続 （４）

・  逐次内容を充実した子どもの医療費助成は、子育て家庭の経済的負担の軽減に

大きな効果をもたらしており、経済的支援を今後も継続していくことが必要です。 

 

利用者ニーズを踏まえた地域子育て支援拠点（子育て支援センター）の充実  （５）

・  地域子育て支援拠点（子育て支援センター）は雨の日でも子ども連れで利用で

きる場として利用ニーズは高く、身近な地域での開設が求められています。 

・  地域子育て支援拠点（子育て支援センター）では専任職員を配置していること

から、気軽に相談できる場として、相談機能も期待されています。 
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こどもルームの充実 （６）

・  全小学校敷地内にこどもルームを配置していることは本市の強みでもあり、ま

た、開設当初から６年生までの全学年を対象としていることが特徴です。 

・  しかし、近年は、特に人口増加地域においてこどもルームの利用を希望する児

童が増加しており、安全で安心して利用できる環境の確保が急務となっています。 

・  １か所あたりの規模の拡大や増設など、児童数に応じたこどもルームの整備が

求められています。 

 

放課後過ごせる場・遊び場の充実 （７）

・  放課後子ども教室は市内の３か所で展開されていますが、継続して事業を実施

するための人材確保が課題となっています。 

・  公民館での小学生対象の活動については１か所で展開されていますが、活動の

周知と参加者の確保が課題となっています。 

・  小学生の遊び場として公園に対するニーズは高く、球技のできる公園など、利

用しやすく楽しく過ごせる場が求められています。 

・  小学生が、安全にのびのび遊べる場や、雨の日でも遊べる場の確保が必要です。 

 

子ども・子育てを意識したまちの整備 （８）

・  一部の市街地においては広い歩道が確保されるなど、歩道の安全性は高まって

いるものの、多くの住宅地では歩道が確保されていなかったり、道路の段差が散

見されます。 

・  小さな子ども連れでの移動にはベビーカーが欠かせないため、歩道や公共施設

整備に対するニーズは高くなっています。 

・  また、通学路の安全確保についても保護者のニーズは高くなっています。 

・  まちづくり全体においても、子育て支援を意識した整備が求められています。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

  

第３章 計画の基本的な考え方 
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（第３章 表紙裏）  
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１． 基本理念 

本市は、将来に向かって、めざすべきまちの姿である将来都市像を「人 みどり   

子育て 選ばれる安心快適都市 四街道」と設定し、本市の地域資源である、人、自

然、歴史を大切にしながら、文化を育み、都市機能と市民活動、そして子育て環境を

充実していくことで、誰もが安心で快適に暮らせる都市として、選ばれる四街道をめ

ざしています。 

子育てについては「子育て日本一」を目標とする中、相談体制や子育て支援サービ

スの充実はもとより、遊びや生活の場となるこどもルームを全小学校敷地内で運営す

るほか、地域で子どもたちを育てる活動を推進し、安心して子育てできる環境づくり

に取り組んできました。 

子どもは「生きる力」「今とこれからを生き抜く力」を生まれ持っています。しか

し、自立心の育成、心身の調和のとれた発達のためには周囲の環境が重要であり、地

域全体で子育てに理解や関心をもち、寄り添うことが大切です。 

このことから、子育て支援サービスの更なる充実だけでなく、子育て家庭への情報

提供や同世代の交流の場づくりにより、地域で子育てできる環境づくりが急務となっ

ています。 

本市では、市民参加によるまちづくりを継続して実施してきた実績を有しているこ

とから、これを強みとし、地域住民と行政が一体となって地域の子育て環境の向上に

取り組み、子育ての孤立化を防止し、地域全体、すなわち「みんな」で子育て家庭を

応援するまちをめざし、基本理念を次のとおりとします。 

 

すくすく子育ち・地域
み ん な

で子育て 四街道 
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２． 基本方針  

 
本計画では、基本理念を実現するために、次の５つの基本方針を設定して、それら

を５つの柱として総合的に子ども・子育て支援に関する各施策を推進していきます。 

 

基本方針１ 多様な子育て支援の充実 

 

少子高齢化により家族形態が変化する中、持続可能なまちづくりのため、働く世代

の流入や定住促進が注目されています。特に、若い世代に対しては、子どもを持ちた

い人が持つことができ、子どもを育てながら働きたい人が働けるような環境づくりが

重要です。 

児童数の増減にかかわらず、保育ニーズは増加している現状を鑑み、認可保育所な

どの保育サービスの提供体制の強化を図るとともに、在宅での子育てを含むすべての

子育て家庭を支援するための地域の子育て支援サービスを充実します。 

全国的な核家族化の進行や近隣関係の希薄化などにより、子育てに対する負担や不

安感・孤立感を感じる家族が増加しています。このような状況を改善するため、相談

しやすい体制づくりを進め、子育てに困っている家庭を減らすとともに、子ども自身

の心の問題にも寄り添い対応していくことで、地域で子育てできる環境づくりに取り

組みます。 

また、地域住民も子育て支援に参加しやすい仕組みづくりを進め、地域全体で子育

て家庭を応援するまちをめざします。 

 

基本方針２ 子どもや母親の心とからだの健康づくり 

 

若年や高齢での妊娠、出産が増加傾向にあるなど、きめ細かい対応が必要な妊産婦

が増えています。妊娠中からリスクを抱えていると、子育てへの不安も高まる傾向に

あります。このため、保護者の気持ちに寄り添った相談支援により子育てに対する不

安の軽減に努めるとともに、子どもの健やかな心身の成長のための適切な保健サービ

スを提供し、妊娠・出産期からの切れ目ない支援体制を充実します。 

出産に関する希望の実現をあきらめる理由の一つに、経済的理由が挙げられていま

す。逐次内容を充実してきた子どもに対する医療費助成など、子育てに関する経済的

支援を継続して実施し、子育て家庭の負担を軽減していきます。 

また、小児医療に関する不安が高いことから、小児救急医療体制について周知を図

り、健康や医療に関する不安を軽減します。 
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基本方針３ 豊かな心を育む育成環境の整備 

 

小さい子どもを育てながら、就労を希望する保護者が増加しています。子育て支援

サービスを利用してきた保護者が、子どもの就学と同時に就労に支障が出ることのな

いよう、こどもルームの充実を図り、保育サービスの提供において切れ目ない支援を

実施します。 

児童生徒が放課後安心して過ごせる場所の確保に努め、地域住民と子どもとの接点

を増やした体験活動を充実し、地域との連携を強化します。 

次代の親となる思春期の子どもたちが、子ども自らの生きる力を培い、将来子ども

を産み育てる喜びが実感できるように支援することが重要となっているため、心の安

らぎとなる家庭の機能や命の大切さ、性に関する正しい理解及び、望ましい食習慣の

普及など発達に応じた健康教育・思春期保健を推進します。 

   また、感動することのできる豊かな心を育むため、生まれ育ったまちについての歴

史・文化の伝承や豊かな自然を肌で感じ、ふるさとへの愛着や誇りを持ち、心に刻む

学習の機会の充実を図ります。 

 

 

基本方針４ 多様な子育て家庭への支援 

 

社会経済情勢の変化や女性の社会参画意識の変化により、共働き世帯が増加し、そ

の就労形態も多様化しています。仕事と生活の調和を図るワーク・ライフ・バランス

の実現のために、国では職場での働き方や家庭での役割分担を選択できる環境の整備

や意識の醸成について、積極的・継続的に取り組むこととしています。市でも、事業

主の理解と協力のもと、職場における仕事と子育てや家庭生活・地域生活が両立でき

る環境の整備を図り、父親と母親が協力して子育てを行い、子育て意識を共有できる

よう、男性も子育てに参画しやすい環境づくりに向けた啓発活動を推進していきます。 

ひとり親家庭など特に配慮が必要な家庭や子どもに対しては、相談体制や支援内容

などの充実を図り、関係機関と連携して複合的な対応に取り組みます。 

また、障害のある子どもに対しては、一人ひとりの状況に応じた生活支援、乳幼児

期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の充実を図り

ます。 
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基本方針５ 子ども・子育てにやさしいまちづくり 

 

まちづくり全体において子育て支援を意識し、子どもや子育て家庭が安心して外出

できるよう、地域の実情に即し、子どもの視点に立った交通安全対策を推進するとと

もに、道路や公共交通の整備を実施します。 

また、子どもの交通安全意識の高揚に努めるとともに、子育て家庭が安心して子

どもを育て、子どもが安全に暮らせるように、家庭、学校、地域などさまざまな分

野が連携し、子どもを交通事故や犯罪などの被害から守り、安心・安全な環境づく

りを推進します。  
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３． 施策体系 

 

  

《基本方針１》多様な子育て支援の充実

１．幼児期の学校教育・保育の充実

２．地域における子育て支援の充実

⑩ 地域家庭教育事業の充実

⑪ 男女共同参画フォーラムの開催支援

(3) 子育て支援力の強化

① 子育てをサポートするボランティアの育成

② ＰＴＡ地域活動の支援

③ ファミリー・サポート・センター機能の充実

⑦ 児童センターにおける子育て支援事業の充実

⑧ 子育てサロンの充実

⑨ 公民館における育児講座

④ 高齢者との交流

⑤ パパ・ママルームの充実     

⑥ パパ・ママルームの同窓会の充実

⑤ 地域子育て支援拠点（子育て支援センター）事業の充実

⑥ 病後児保育の充実

⑦ 病児保育の実施

(2)
多様で質のよい子育て支援サー
ビスの確保

① 時間外等保育事業

② 休日保育の実施

③ 一時預かり（幼稚園等における在園児の預かり保育）

④ 一時預かり（保育所等の一時保育等）

⑧ 認可外保育施設入所児童保護者助成金

(1)
子育て等の相談・情報提供・支
援体制の充実

① 利用者支援事業

② 子育て支援サービス等の周知

③ 保健センター等における相談体制の充実

④ 家庭児童相談

(3) 幼児教育の充実

① 私立幼稚園等就園児補助

② 私立幼稚園就園奨励費補助

③ 私立幼稚園等教材費補助

(1) 就学前の教育・保育の体制確保 ① 教育・保育施設の提供体制の充実

(2) 教育・保育の一体的提供　
① 認定こども園の普及

② 幼保小連携の推進
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《基本方針２》子どもや母親の心とからだの健康づくり

１．母子保健の充実

２．医療体制の充実

(1) 医療体制の充実

① かかりつけ医の普及促進

② 広域的な医療体制の充実

③ 乳幼児健康診査

④ 予防接種

⑤ 幼児歯科健康診査・健康教育

③ 小児救急医療体制の充実　　　　　　　　　

④ 医師会、歯科医師会、関係機関の支援と協力

⑤ 子ども医療対策事業

⑥ 小児生活習慣病予防対策

⑦ 保育所集団健康診断

⑫ ことばの相談事業

⑬ 保健推進員活動の充実

(2) 健康診査・保健指導等の充実

① 妊婦一般健康診査

② 助産施設入所措置

(1) 情報提供・相談支援等の充実

⑨ 事故防止方法についての知識の普及

⑩ 歯・口腔相談

⑪ こころの健康づくり

⑥ 乳児家庭全戸訪問（こんにちは赤ちゃん）事業

⑦ 乳幼児相談

⑧ 乳幼児家庭訪問

③ 妊婦禁煙教育の実施

④ 妊婦歯科健康教育の充実

⑤ 食生活に関する健康教育の実施

① 母子健康手帳の交付

② 妊婦健康相談　
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《基本方針３》豊かな心を育む育成環境の整備

１．健全な心身の成長に向けた支援

２．次代の親の育成に向けた支援

(2)
次代の親の育成と社会活動の支
援

① 学校教育での家庭の機能等意識の啓発

② 四街道ふるさとまつりの実施

③ まちづくりへの参加促進

(1) 健康教育・思春期保健の充実

① 健康な生活習慣の啓発

② 学校保健教育の充実

③ 思春期保健の推進

④ 食育の推進

(3)
スポーツ・ボランティア活動等
の充実

① 児童生徒のスポーツ活動の拡充

② レクリエーション活動の充実

(4) 青少年の健全育成
① 青少年健全育成活動の促進

② 青少年相談体制の整備

③ 総合型地域スポーツクラブの育成

④ ボランティア活動への子どもの参加促進

⑤ 世代間交流の促進

⑤ 都市公園・児童遊園の維持管理

(2) 体験活動等の充実と環境整備

① 子ども会活動の活性化

② 芸術・文化活動の機会の拡大

③ 公民館での活動の活性化

(1)
子どもの居場所・遊び場の確
保、整備

① こどもルームの充実

② 児童センター事業の充実

③ プレーパーク事業の充実

④ 放課後子ども教室の充実

④ 図書館サービスの充実

⑤ 国際交流事業
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《基本方針４》多様な子育て家庭への支援

１．仕事と家庭の両立支援

２．配慮が必要な子ども・子育て家庭への切れ目ない支援

(1) 多様な働き方への支援

① 育児・介護休業制度等の普及促進

② 就労支援

③ ワーク・ライフ・バランスの普及啓発

⑤ 母子寡婦福祉資金・父子福祉資金の貸付

⑥ ひとり親家庭に対する医療費助成

⑦ ひとり親家庭に対する学習支援

(1) ひとり親家庭への支援

① 民生・児童委員活動の充実

② 母子・父子等自立支援相談

③ ひとり親家庭に対するリフレッシュ機会の提供

④ ひとり親家庭児童入学等祝金

⑤ 日中一時支援事業の充実

⑥ 保育所等訪問支援

⑦ 放課後等デイサービス
(2) 障害のある子どもへの支援

① 相談支援体制の充実

② 児童発達支援事業

③ 障害のある子どもの受け入れ

④ 行動援護・移動支援事業等の充実

⑪ 特別支援教育就学奨励費援助

⑫ 重度心身障害者（児）医療費助成

⑬ 就学相談の充実

⑧ 居宅介護（ホームヘルプサービス）の充実

⑨ 短期入所（ショートステイ）の充実

⑩
私立幼稚園等心身障害児補助及び私立幼稚園等特別支援教
育運営費補助

⑤ 配偶者暴力被害者支援事業

(3) 児童虐待防止対策の充実

① 児童虐待防止の広報及び啓発

② 地域における相談体制の充実

③ 要支援乳幼児家庭の把握

④ 児童及び配偶者等に対する暴力防止対策地域協議会の運用
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《基本方針５》子ども・子育てにやさしいまちづくり

１．子ども・子育てに配慮した生活環境の充実

(1) 公共交通機関等の整備

① 道路バリアフリー事業

② 交通安全施設の保守・整備

③ 交通バリアフリーの推進

④ 「こども110番の家」の充実

⑤ 防犯パトロールの実施

⑥ 子どもの防犯・防災意識の向上

④ 利用しやすい公共施設の整備

(2) 身近な安全の強化

① 交通安全教育・交通安全運動の推進

② シートベルト及びチャイルドシートの正しい着用の徹底

③ 消費者学習の推進
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４． 重点施策 

基本理念である「すくすく子育ち・地域
みんな

で子育て 四街道」を実現するため、 

「重点施策」を設定し、重点的・優先的に取り組みます。 
 

相談・情報提供・支援体制の充実 （１）

教育・保育施設をはじめとするさまざまな子育て支援サービスの中から、適切なも

のを選択し、円滑に利用できるよう相談に応じ、助言できる体制づくりに取り組みま

す。また、子育て家庭などへ子育てに関するさまざまな情報が的確に届くよう、子育

てガイドブックの配布や市ホームページなどを活用した情報提供を実施していきます。

さらに、子育てサロンや子育てサークルなどの情報提供を通じて、子育て世代の交流

の活性化を促進していきます。 

    ＜具体的施策名＞ 

○利用者支援事業       ⇒ ６２ページ 

     ○子育て支援サービス等の周知 ⇒ ６２ページ 

 

就学前の教育・保育の提供体制の確保 （２）

就学前の子どもに、発達段階に応じた質の高い教育・保育が適切に提供できるよう、

計画的に提供体制を確保していきます。特に、保育サービスの量と質の充実や、多様

な保育サービスの提供などについては、地域特性を考慮した上で、民間で設置・運営

を行う保育所を設置し、待機児童の解消を目指します。 

＜具体的施策名＞ 

○教育・保育施設の提供体制の充実 ⇒ ５９ページ 

 

多様な保育サービスの確保 （３）

利用者ニーズの高い、幼稚園等（認定こども園については１号認定）での通常の教

育時間の前後や夏季等の長期休業期間に行う一時預かり（預かり保育）の充実を図る

ため、幼稚園等に対して支援を行います。また、保育所等における一時預かりの拡充

により、育児不安の解消や負担の軽減などを図るほか、新たな保育サービスとして「休

日保育」と「病児保育」について実施に向けた体制整備に着手し、多様な保育ニーズ

に対応していきます。 

    ＜具体的施策名＞ 

○一時預かり    ⇒ ６３、６４ページ  

○休日保育の実施 ⇒ ６３ページ 

○病児保育の実施 ⇒ ６４ページ 
     



 

57 

 

 

 

第４章 施策の展開  

第４章 施策の展開 
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（第４章 表紙裏） 
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基本方針 １ 多様な子育て支援の充実 
 

【基本施策】 

１ 幼児期の学校教育・保育の充実 

 

【現状・課題】 

 本市では、平成２３年度に保育所及び認定こども園を各１園開所、定員を１２３名増

員し、平成２５年度にはさらに保育所を１園開所、定員を６０名増員、また、平成２６

年度には、保育サービス提供ニーズの高かった市南部地域に保育所を 1 園開所し、保育

サービスの量の拡大に取り組んできました。しかし、保育所数、定員数ともに増加した

ものの、それを上回る利用希望者数の増加により、保育サービスの提供体制の強化が求

められています。 

 就学前の子どもに幼児教育・保育を一体的に提供する機能などを備えた認定こども園

は、前述のとおり平成２３年に１園開所しています。今後の認定こども園の設置・移行

については、既存の私立幼稚園等関係施設と充分な協議を踏まえて検討することが重要

となっています。 

          

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

 ◇保育所等の開設により、市民の保育ニーズに対応し、待機児童の解消をめざします。 

◇幼児期の教育・保育を一体的に提供できる体制づくりを推進します。 

 

 

 

◆取り組み内容 

就学前の教育・保育の体制確保 （１）

 

施 策 名 ①教育・保育施設の提供体制の充実 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

待機児童解消の抜本的な対策として、民間で設置・運営を行う保育所を

設置し、併せて一時預かり事業や地域子育て支援拠点（子育て支援センタ

ー）事業を実施することで子育て支援サービスの充実を図ります。なお、

保育所設置にあたっては地域の状況を考慮した配置に努めます。  

 

 ◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １００ページ 
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教育・保育の一体的提供 （２）

 

施 策 名 ①認定こども園の普及 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 
 多様化する保育ニーズへの対応を図るため、認定こども園の設置を促進

していきます。 

 

 
 

施 策 名 ②幼保小連携の推進 担 当 課 指導課 

事 業 内 容 

教育・保育の連続性や一貫性を確保するため、子どもの成長に関する情

報交換や交流の機会を充実させ、小学校へ円滑に接続できるよう指導のあ

り方の共通理解などを図ります。また、生活や学びにおける指導方法の工

夫や改善に努め、研修などの機会で円滑な接続の重要性を捉えるとともに、

交流活動を充実していきます。 

 

 

 

 

幼児教育の充実 （３）
 

施 策 名 ①私立幼稚園等就園児補助 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 
 私立幼稚園等に通う子ども(認定こども園については 1 号認定）の保護者

の経済的負担を軽減するため、助成を行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ②私立幼稚園就園奨励費補助 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 
 私立幼稚園に通う子どもの保護者に対し、その世帯状況に応じた助成を

行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③私立幼稚園等教材費補助 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 
 市内の私立幼稚園や認定こども園に対して、教材や施設などの整備にか

かる費用の助成を行います。 
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【基本施策】 

２  地域における子育て支援の充実 

 

【現状・課題】 

平成２３年度より子育てや健康・医療に関する相談、医療機関の情報提供などを２４

時間年中無休で行う健康安心ダイヤルを市独自で開始しており、子育ての不安解消に努

めていますが、より適切な周知が重要です。また、子育てに関する相談は、複雑多岐に

わたる傾向があり、きめ細やかな対応が可能となるよう、さらなる相談支援体制の強化

とともに、子どもやその保護者が気軽に相談できる場所、子育て関連情報を一元的に把

握し提供できる相談窓口の設置など、多様なニーズに対応できる体制づくりが課題です。 

保育サービスについては、休日保育などの未実施の保育サービスも、ニーズを踏まえ

ながら導入の検討を進める必要があり、特に、病児保育は医療機関の協力が不可欠であ

るため、実施にあたっては、医療機関と連携を図ることが必要です。 

経済状況の変化や女性の社会参画意識の変化により、働きながら子育てをしたいと考

えている家庭が増加しており、幼稚園等を利用しながら就労を希望する保護者のために

も、幼稚園における一時預かりの充実など、保育サービスの充実が課題です。 

地域における子育て支援は、各学校のＰＴＡや地域住民、ボランティアなどにより支

えられています。各団体などが連携して活動できるような仕組みづくりや、ボランティ

アの参加促進により、地域住民と子どもたちとの交流を活性化し、地域の教育力を高め

ることが必要です。 

また、公民館や社会福祉協議会でも多様な子育て支援サービスを実施していますが、

参加者を増やし、子育ての孤立化を防止することが重要です。 

 

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇相談支援体制を強化し、子育ての不安解消につなげます。 

◇子育て支援サービスの質や量の向上により、子育てしやすい環境づくりを推進します。 

◇子育て家庭が地域住民と交流できる機会や、地域住民が子育て支援に参加できる機会

を増やし、子育ての孤立化を防止します。 
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◆取り組み内容 

（１）子育て等の相談・情報提供・支援体制の充実 

 

施 策 名 ①利用者支援事業 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 子ども及びその保護者など、また妊娠している方が身近な場所で、教育・

保育施設や地域の子育て支援事業などを円滑に利用できるよう、新たに相

談窓口を設置し、支援します。 

 また、さまざまなニーズに一元的な情報提供ができるよう、関係機関な

どと連携を図るとともに、利用支援のための適切な窓口の紹介などを行い

ます。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０２ページ❶ 

 

 

 

施 策 名 ②子育て支援サービス等の周知 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 各種の子育て支援サービスなどが十分周知されるよう、子育てガイドブ

ックを作成し、子育て家庭や各種団体に配布します。 

 市のホームページ「子育て応援サイト」においては、掲載内容を充実し、

発信機能を高めていきます。 

 特に、子育てサロンや子育てサークルなどの情報提供を強化し、子育て

世代の交流の活性化を促進します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③保健センター等における相談体制の充実 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 子育て電話相談を常設し、随時、相談を受け付け、子育ての疑問や不安

の解消に努めるとともに、適宜、情報提供を行います。 

 また、親の子育て負担の軽減、子育てがつらいときのフォローなどのた

め、小児科医、臨床心理士、言語聴覚士、保健師などが連携し、随時、相

談や支援などを展開します。 

 さらに、四街道市健康安心ダイヤルにおいて、２４時間年中無休で電話

相談を受け付け、子育てや健康・医療に関する相談、医療機関の情報提供

などを行います。 
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施 策 名 ④家庭児童相談 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 

 家庭児童相談員やケースワーカーなどにより、さまざまな問題を抱える

家庭の相談、助言、支援、情報提供などを行います。心の問題に対する援

助が必要な場合は、臨床心理士が相談に応じます。 

 また、専門の指導員の確保や研修によるスキルアップを図り、地域ごと

のきめ細やかな対応を行います。 

 

 

 

 

（２）多様で質のよい子育て支援サービスの確保 

 

施 策 名 ①時間外等保育事業 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 市内保育所等における７時から１９時までの保育（さらに２０時まで実

施の保育所が１か所）を継続するとともに、延長時間などについて、市民

のニーズに応じて検討していきます。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０２ページ❷ 

 

 

 

施 策 名 ②休日保育の実施 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 保護者の就労形態が多様化している中で、日曜日や祝日などに保育が必

要となる子どももいます。このため、日曜日などの休日に保育所等で保育

を行う休日保育の実施に向けて、体制を整備していきます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 
③一時預かり 

（幼稚園等における在園児の預かり保育） 
担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 幼稚園等(認定こども園については１号認定）において、通常の教育時間

の前後や夏季等の長期休業期間に行う一時預かり（預かり保育）の充実を

図るための支援を行います。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０３ページ❸ 
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施 策 名 
④一時預かり 

（保育所等の一時保育等） 
担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 保護者などのパート就労や疾病、入院などにより一時的に家庭での保育

が困難となる場合や、保護者の子育て不安の解消を図り、負担を軽減する

などのために、保育所等における一時預かりの充実を図ります。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０３ページ❹ 

 

 

 

施 策 名 
⑤地域子育て支援拠点（子育て支援センター）

事業の充実 
担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 地域における子育て全般に関する支援を行う拠点として、市内８保育所

で地域子育て支援拠点（子育て支援センター）事業を運営しています。支

援センター連絡会により、相互に情報提供や意識の共有を図るとともに、

出前による子育て支援活動などを実施し、事業の充実を図ります。 

 また、既存施設などにおける子育て支援拠点の設置を働きかけるととも

に、保育所新設の際には、地域子育て支援拠点（子育て支援センター）を

併設し、事業の一層の充実を図ります。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０４ページ❺ 

 

 

 

施 策 名 ⑥病後児保育の充実 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

中央保育所で実施している、保育所等を利用している病気回復期の乳幼

児を対象とした病後児保育を継続するとともに、幼稚園児の病気回復期の

預かりを検討します。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０４ページ❻ 

 

 

 

施 策 名 ⑦病児保育の実施 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 子どもが病気にかかり集団保育ができない場合などに、その子どもを預

かって世話をする病児保育について、市内の医療機関と連携を図りながら、

体制を整備していきます。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０４ページ❻ 
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施 策 名 ⑧認可外保育施設入所児童保護者助成金 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 保育を必要とする子どものうち認可外保育施設に入所している子どもの

保護者に対して、保護者の負担を軽減するため、市の保育料基準額との差

額（上限あり）を助成します。 

 

 

 

 

（３）子育て支援力の強化 

施 策 名 ①子育てをサポートするボランティアの育成 担 当 課 福祉政策課 

事 業 内 容 
 ボランティア養成講座を開催し、地域で活動するボランティアを育成す

るボランティアセンター（社会福祉協議会内）の活動を支援します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ②ＰＴＡ地域活動の支援 担 当 課 社会教育課 

事 業 内 容 

 教育に関する地域課題を話し合う場として、ＰＴＡ地域活動を支援しま

す。 

 市ＰＴＡ連絡協議会の運営費補助などにより、活動を支援し、ＰＴＡ相

互の連携強化などを図るとともに、家庭及び地域の教育力の向上に努めま

す。 

 

 

 

 
  

施 策 名 
③ファミリー・サポート・センター機能の充

実 
担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 子育ての援助を行いたい人（提供会員）と受けたい人（依頼会員）をつ

なぎ、相互援助活動を支援するファミリー・サポート・センター事業を実

施します。 

 また、市政だよりやリーフレットの配布による広報活動を継続するとと

もに、研修の実施により提供会員の知識の向上に努めます。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０３ページ❹ 

１０５ページ❼ 
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施 策 名 ④高齢者との交流 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

高齢者福祉施設や高齢者サークルなどとの交流及び高齢者ボランティア

活動を保育所等で積極的に受け入れることにより、高齢者との交流を促進

します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑤パパ・ママルームの充実 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 初妊婦とそのパートナーを対象に、子育ての知識や体験実習などを行う

パパ・ママルームを開催し、周産期の健康づくりを推進するとともに、父

親の子育てへの積極的な参画促進や、夫婦共同による子育て思想の普及に

努めます。 

 また、父親の子育てへの参画を促すため、実施内容の工夫・充実に努め

ます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑥パパ・ママルームの同窓会の充実 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 パパ・ママルームでともに学び交流した人たちが出産後、子どもたちを

連れて集まり、子育ての情報交換や、初めて親になる人への支援、仲間づ

くりなどを行う場として、パパ・ママルームの同窓会を実施します。 

 子育ての悩みなどを持ち寄れる場として、母親のみでなく、父親も参加

しやすい同窓会となるよう、実施方法を工夫し、父親の参加を促進します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 
⑦児童センターにおける子育て支援事業の充

実 
担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 児童センターにおいて、０歳児、１歳児、２歳児とその保護者をそれぞ

れ対象にした教室を開催し、親子のふれあいを大切にしながら、遊びなど

を実施し、親子間の交流を促進します。 

 また、親子が地域で孤立することがないよう、プログラムの充実などを

図り、仲間づくりや地域交流を促進します。 
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施 策 名 ⑧子育てサロンの充実 担 当 課 福祉政策課 

事 業 内 容 

地区社会福祉協議会が、市内５地区６か所で、読み聞かせやベビーマッ

サージなどのプログラムや遊びを通じて、子どもや母親などの交流を広げ

る場として開催している子育てサロンを支援します。 

また、各地区社会福祉協議会が連携して、地域における子育て支援活動

の充実に努める活動についても支援を行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑨公民館における育児講座 担 当 課 社会教育課 

事 業 内 容 

遊びを通じて子どもの行動心理や接し方を学んでもらうため、主に２歳

児、３歳児を対象とした子育て教室を各公民館で実施します。 

 また、親子のふれあい、子ども同士のふれあい、同じ年代の子どもを持

つ保護者などの交流の場となるよう工夫します。 

 

 

 

 

 

  

施 策 名 ⑩地域家庭教育事業の充実 担 当 課 社会教育課 

事 業 内 容 

小中学校の児童生徒を持つ保護者などを対象に、就学前健康診査や入学

説明会の際に、子どもの発育段階に応じた家庭教育に関する子育て学習講

座を行います。 

 また、各小中学校の要望に沿った学習内容を提供し、連続した学びの機

会の提供を通じて家庭教育力や地域教育力のさらなる向上につなげます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑪男女共同参画フォーラムの開催支援 担 当 課 政策推進課 

事 業 内 容 

 男女共同参画推進計画に基づき、市民が企画・実行する男女共同参画フ

ォーラムの開催や広報活動について、継続して事業が実施できるよう支援

を行うことで、市民の男女共同参画に対する意識づくりや男性の家庭参画

などを促進します。 

 また、講座などの開催において託児サービスを充実し、子育て世代の参

加を促進します。 
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基本方針 ２ 子どもや母親の心とからだの健康づくり 
 

【基本施策】 

１ 母子保健の充実 

 

【現状・課題】 

 本市では、合計特殊出生率が増加傾向にあり、平成２５年には１．４３となっていま

す。母子健康手帳の交付時に、すべての妊婦へ面接などを実施し、状況把握に努めてい

ますが、経済面や健康面で支援や配慮の必要な妊婦が増加しており、他職種・他機関と

の連携を強化し、切れ目ない継続的な支援体制の充実が求められています。 

 乳児家庭全戸訪問（こんにちは赤ちゃん）事業においては、訪問できない家庭や、健

康診査などの未受診など、状況把握の必要な家庭は増加傾向にあります。保護者の精神

的支援や子どもの健やかな発達支援のため、早急な体制整備が課題となっています。 

 健康づくりにおいては、幼児期からの生活習慣病の予防や健康診査の実施など、さま

ざまな機会を通して、保護者を含めた啓発・周知を実施し、意識を高めていくことが必

要です。 

 

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇妊娠から出産、育児の各ステージに応じた母子保健体制を充実し、安心して子どもを

産み育てられる環境づくりに取り組みます。 

◇きめ細かい相談・支援体制の構築により、支援の必要な家庭を継続的に見守ります。 

 

 

 

◆取り組み内容 

（１）情報提供・相談支援等の充実 

 

施 策 名 ①母子健康手帳の交付 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 母子健康手帳の交付時に子育て支援に関する事業・制度について紹介し、

手帳の活用促進と、妊娠、出産から産後までの円滑な子育て支援を図りま

す。 

 また、手帳交付の際に、面接やアンケートを実施して、特に配慮の必要

な妊婦の把握を行うとともに、漏れのない支援に努めます。 
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施 策 名 ②妊婦健康相談 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 母子健康手帳交付時の面接で得た情報を生かし、電話や訪問などにより

適切な相談を実施し、周産期死亡の減少や子育ての不安解消に努めます。 

 また、妊娠、出産から産後までを安心して過ごせるよう、健康や子育て

に関する相談体制を充実します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③妊婦禁煙教育の実施 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 妊婦を対象にした禁煙教育を実施し、喫煙や受動喫煙による悪影響に関

する知識の普及に努め、禁煙・分煙を働きかけます。 

 また、妊産婦や乳幼児の受動喫煙が及ぼす悪影響について、妊婦のパー

トナーに対して啓発し、禁煙・分煙に向けた取り組みを推進します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ④妊婦歯科健康教育の充実 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 胎児の歯の形成期である妊娠中の栄養の摂り方や、口腔の手入れなどに

関する健康教育を充実します。 

 各種相談、健康診査の場を通じて歯科に関する学習の機会や情報を提供

するとともに、パパ・ママルームにおいてブラッシング実習を行い、歯磨

きの知識や技術の向上を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑤食生活に関する健康教育の実施 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 パパ・ママルームで「取り分け離乳食」の調理実習を取り入れながら、

胎児の発育に必要な妊娠中の栄養の摂り方やバランスの取れた食生活の重

要性を伝えます。 

 乳児相談時に離乳食見本の展示を行い、幼児健康診査ではエプロンシア

ターなどを用いて、方法を工夫しながら健康的な食生活について啓発しま

す。 
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施 策 名 
⑥乳児家庭全戸訪問（こんにちは赤ちゃん）

事業 
担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 主に生後４か月までの赤ちゃんのいる家庭を、保健師や助産師が訪問し、

母親の産後うつや子育ての不安を軽減するための相談に応じ、子育て支援

に関する必要な情報提供を行い、よりよい子育てのスタートができるよう

支援します。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０５ページ❽ 

 

 
 

施 策 名 ⑦乳幼児相談 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

３～４か月相談や８か月歯・離乳食教室では、発達発育を確認するとと

もに、月齢に合わせた正しい知識を提供します。 

また、問診票などから、早期に子育ての不安や負担感を把握し、虐待予

防や子育て支援につなげます。 

面接では保護者の気持ちに寄り添い、精神的な支援を心がけるとともに、

必要な場合には、グループ形式による支援を通じ、悩みや不安を共有する

ことで子育て不安などの軽減を図ります。 

 各問診票は個人ごとにファイル化し、切れ目ない継続的な支援に生かし

ます。 

 さらに、保健師などが地域子育て支援拠点（子育て支援センター）や子

育てサロンなど、地域に出向いて子育て相談や講話を実施します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑧乳幼児家庭訪問 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 複雑な問題を抱える家庭や、つらい子育てになっている家庭、ネグレク

トなどの虐待の疑いがあり継続支援が必要な家庭に対して、関係機関と連

携を図り、保健師や関係機関との同行による訪問・面接を実施し、早期の

支援に努めます。 

 また、即時の対応を図るためにも、関係職員の専門知識習得による資質

の向上に努めます。 
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施 策 名 ⑨事故防止方法についての知識の普及 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 乳幼児相談や健康診査の場などを活用し、事故防止の方法について知識

の普及を行い、乳幼児期における不慮の事故防止と、事故防止のための環

境づくりを啓発していきます。 

 ４か月児相談などにおいては、モデルやパネル展示などにより、事故防

止行動の啓発を行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑩歯・口腔相談 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

妊婦や子ども、母親などを対象に口腔内診査を実施し、口腔状態に合わ

せた指導を行い、生活習慣の改善や口腔疾患の早期発見・治療につなげま

す。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑪こころの健康づくり 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 乳児全戸家庭訪問による産後うつ状態の把握、健康診査などの問診票で

の保護者の心身の状態の把握など、心の健康にも注目しながら支援に努め

ます。 

 １歳６か月児・３歳６か月児健康診査時に、臨床心理士による心理相談

を実施します。 

 また、小児科医及び臨床心理士による相談事業を実施します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑫ことばの相談事業 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 ことばの遅れやコミュニケーション・行動に心配のある幼児ならびにそ

の保護者に対する個別相談の充実を図るとともに、児童発達支援施設や関

係機関と連携し、子どものことばの発達促進に努めます。そのため、来所

相談だけではなく、保育所等への派遣相談「ことばとそだちの育み相談」

を実施します。 

 また、複雑化する保護者の相談ニーズに対応できるよう、保育所等、病

院など関係機関との連携を深めるとともに、職員の専門性の向上を図りま

す。 
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施 策 名 ⑬保健推進員活動の充実 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 地区社会福祉協議会で行う地域の子育てサロンを支援するとともに、保

育所等、２歳６か月児歯科健康診査、３歳６か月児健康診査において食育

活動を実施します。 

また、保健推進員に子育て支援関係の研修の機会を提供し、知識の向上

に努めます。 

 

 

 

 

（２）健康診査・保健指導等の充実 

 

施 策 名 ①妊婦一般健康診査 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 公費負担で１４回までの妊婦一般健康診査を実施します。その中で妊婦

Ｂ型肝炎母子感染防止のための血液検査、妊婦超音波検査も実施します。 

 母子健康手帳交付時に妊婦一般健康診査受診票の活用を促し、妊婦・胎

児の健康確保を進めます。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０６ページ❾ 

 

 

 

施 策 名 ②助産施設入所措置 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 
 保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産を受ける

ことができない妊産婦に対して、助産施設入所支援を行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③乳幼児健康診査 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 疾病の早期発見、身体及び精神発育発達の確認などを目的に、３～６か

月児、９～１１か月児、１歳６か月児、２歳６か月児、３歳６か月児を対

象に健康診査を実施します。  

 幼児健康診査ではきめ細やかな面接を行い、子育て不安感の軽減、ネグ

レクトなど虐待の発見と予防、保護者の精神的支援と子どもの健やかな発

達支援に努めます。また、コミュニケーションや行動に心配のある子ども

の把握、相談を行います。 

 問診票は個人ごとにファイル化し、継続的な切れ目ない支援に生かしま

す。 
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施 策 名 ④予防接種 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 出生時に予診票の入ったこども手帳を配布し、適正な時期の接種開始を

促します。 

また、乳幼児健康診査・相談などにおいて予防接種の知識の普及を行い

ます。 

さらに就園・就学時などの節目においては、接種の必要性を保護者に啓

発し、接種率の向上を図るとともに、感染症の予防に努めます。 

 
 

 

 

施 策 名 ⑤幼児歯科健康診査・健康教育 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 １歳６か月児、２歳６か月児、３歳６か月児健康診査において、歯科健

康診査・健康教育を実施します。２歳６か月児歯科健康診査では希望者に

はフッ素塗布・歯垢染め出しを行います。 

 また、依頼に応じて保育所等・地域子育て支援拠点（子育て支援センタ

ー）に出向き、歯科健康教育・相談を実施します。 

 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑥小児生活習慣病予防対策 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 １歳６か月児、３歳６か月児健康診査で、肥満度１５％以上と判定され

た幼児に対し、保護者への相談を行います。肥満度３０％以上の幼児に対

しては精密検査依頼書を発行し、小児生活習慣病の予防に努めます。 

 また、肥満への対応について、健康診査・相談の機会に食事の改善に向

けた方法などを保護者とともに考えます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑦保育所集団健康診断 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 
保育所での集団健康診断を継続して実施し、疾病の早期発見、集団生活

における感染予防などに努めます。 
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【基本施策】 

２ 医療体制の充実 

 

【現状・課題】 

医療体制については、千葉県保健医療計画に基づき、印旛医療圏において、地域小児

科センター(小児の入院・手術に対応できる病院)が４か所、地域周産期母子医療センタ

ー及び母体搬送ネットワーク連携病院(分娩リスクの高い妊娠や高度な新生児医療等に

対応できる病院)３か所が指定され、各医療機関と連携し、役割分担に応じた医療を提

供しています。 

子どもの医療費助成においては、逐次内容を充実し、平成２４年１２月からは中学３

年生までの通院、入院にかかる医療費の助成を実施、平成２５年８月からは所得制限も

撤廃し、経済的支援の拡充を推進してきました。子育て世帯への経済的支援として、今

後も継続することが必要です。 

 

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇かかりつけ医の普及と初期救急医療や広域的な救急体制の維持に取り組むとともに、

医療費に関する経済的支援を継続します。 

 

 

 

 

◆取り組み内容 

（１）医療体制の充実 

 

施 策 名 ①かかりつけ医の普及促進 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 市民が身近な地域で継続的な医療が受けられるよう、乳児家庭全戸訪問、

各種相談･教室、健康診査など乳幼児にかかわるさまざまな機会を捉え、か

かりつけ医を持つことの大切さを周知します。 
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施 策 名 ②広域的な医療体制の充実 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 かかりつけ医による初期診療から、必要に応じて専門的な医療へ、円滑

な医療連携体制の充実に努めます。 

 また、医療機関のそれぞれの機能に応じた役割分担により、適切な医療

を提供できるよう、千葉県保健医療計画に基づき、広域的な観点から医療

体制の充実に努めます。  

 
 

 

 

  

施 策 名 ③小児救急医療体制の充実 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 印旛医療圏のなかで、印旛市郡小児初期救急支援事業として、救急医療

体制が整備されています。 

 引き続き、印旛市郡医師会などへ協力を要請し、小児救急医療体制の充

実に努めます。 

 
 

 

 

  

施 策 名 
④医師会、歯科医師会、関係機関の支援と協

力 
担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 
 各種健康診査・相談・予防接種などの機会に、各専門関係機関と連携し

て子どもの健康に関する情報の提供や相談、支援に努めます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑤子ども医療対策事業 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 
 中学３年生までの子どもを対象に、入院、通院にかかる医療費の助成を

行い、保護者の経済的負担の軽減を図ります。 
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基本方針 ３ 豊かな心を育む育成環境の整備 
 

【基本施策】 

１ 健全な心身の成長に向けた支援 

 

【現状・課題】 

こどもルームについては、平成２６年４月にみそら小学校敷地内に新設したことによ

り、市内のすべての小学校敷地内に整備されました。しかし、一部のこどもルームにお

いて、利用者の増加がみられることや、入学者数の増加が見込まれるため、こどもルー

ムの入所定員を増やすことが必要になっています。 

どんぐりの森（和良比地区）と栗山小鳥の森（栗山地区）の市内２か所で開催されて

いるプレーパークは、自然の中で思いきり遊べる場として幅広く利用されています。今

後は、出張プレーパークの開催により、さらに多くの市民が利用できる遊びの場所とし

て充実が必要です。 

 地域の子どもの人数は横ばいであるものの、子ども会の活動が中断している地域が見

られるなど、地域住民と子どもの交流機会が減少しています。子ども会活動をさらに周

知するとともに、ジュニアリーダーなどの育成を継続して実施し、活動を活性化するこ

とが必要です。 

また、ボランティア体験など多様な活動の充実とともに、地域住民があたたかく見守

り、将来の四街道市を支える子どもの健全育成を推進することが重要です。 

 

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇子どもが放課後に安心して過ごすことのできる場を充実します。 

◇さまざまな体験活動を通して、子どもと青少年の健全育成を図ります。 

◇地域住民の協力のもと、子どもや青少年、地域住民の交流の場を活性化します。 
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◆取り組み内容 

（１）子どもの居場所・遊び場の確保、整備 

 

施 策 名 ①こどもルームの充実 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 放課後や小学校の休業日に、遊びや生活の場となるこどもルームを、専

用施設（一部共用施設）において、市内全小学校敷地内で運営します。 

また、入所状況や、小学校の児童数の状況などをもとに、施設整備や指

導員の確保を検討し、充実を図ります。 

 

◎量の見込み並びに確保方策（確保の内容及びその実施時期） ⇒ １０６ページ❿ 

 

 

 

施 策 名 ②児童センター事業の充実 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

児童センターにおいて、子ども会や自治会など各関係団体との連携を強

化し、子育てに関する各種講座、教室、イベントの充実を図ります。 

 また、施設の老朽化に対応するため、設備の計画的な改善を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③プレーパーク事業の充実 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 行政と市民が連携し、子どもの冒険心や好奇心を引き出す遊び場として、

自然の中で思いきり遊べるプレーパーク事業を継続します。 

 また、多くの市民が利用しやすいよう出張プレーパークを開催し、遊び

の場所の充実に努めます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ④放課後子ども教室の充実 担 当 課 社会教育課 

事 業 内 容 

 放課後における子どもたちの安心・安全な居場所を確保し、児童の健全

育成を図るため、地域のスキルを持った方々の参画を得て、放課後子ども

教室を実施します。 

 また、広報の内容を充実させ、子どもたちが参加しやすい事業展開に努

めます。 
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施 策 名 ⑤都市公園・児童遊園の維持管理 担 当 課 
こども保育課・都

市計画課 

事業内容 

地元自治会の協力を得て、都市公園の管理運営を実施します。 

 また、協力団体への支援を行い、児童遊園の維持管理体制を充実してい

きます。 

 

 

 

 

（２）体験活動等の充実と環境整備 

 

施 策 名 ①子ども会活動の活性化 担 当 課 社会教育課 

事 業 内 容 

 子どもが自主的に事業を計画し、実施することができるよう、子ども会

の活動を支援します。 

 また、活動が次世代に引き継がれるよう、ジュニアリーダーの講習会な

どを実施し、異年齢での集団活動ができるよう活動の活性化を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ②芸術・文化活動の機会の拡大 担 当 課 社会教育課 

事 業 内 容 

児童生徒を対象として、演劇や音楽などの優れた芸術文化に接する機会

を提供するとともに、多様な活動手法を取り入れ、新規参加者の増加を図

ります。 

 また、活動団体の自立した運営が可能となるよう、活動方法について助

言を行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③公民館での活動の活性化 担 当 課 社会教育課 

事 業 内 容 

 千代田公民館の「チャレンジスクール」で、小学５・６年生を対象に講

座を開催し、また、体験学習や野外活動などを行っています。今後も子ど

もたちのニーズの把握に努めるとともに、事業内容の検討を行い、より多

くの受講生確保に努めます。 
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施 策 名 ④図書館サービスの充実 担 当 課 図書館 

事 業 内 容 

 読書活動の活発化を図るため、図書館活動を広くＰＲするとともに、幼

児から小学生を対象とした講座などを開催します。特に中学・高校生がよ

り読書に関心をもつブックリストの作成や展示の工夫をします。 

 また、多様化、高度化した図書館ニーズに応えるため、県内外の図書館、

各機関とのネットワークを強化するとともに、移動図書館「ドリーム号」

や児童書・育児書の充実を図り、利用者の読書活動や地域課題に役立つ身

近な情報拠点となることをめざします。 

 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑤国際交流事業 担 当 課 秘書広報課 

事 業 内 容 
 異文化理解や国際交流の重要性を学習する機会として、中学生を対象と

した姉妹都市・リバモア市との交換留学を推進します。 

 

 

 

 

（３）スポーツ・ボランティア活動等の充実 

 

施 策 名 ①児童生徒のスポーツ活動の拡充 担 当 課 スポーツ振興課 

事 業 内 容 

学校体育施設の開放などにより、児童生徒の幅広いスポーツ活動の場を

設けるとともに、児童生徒対象の各種スポーツ教室・大会などを積極的に

開催します。 

 また、スポーツリーダーバンク制度を活用し、専門性の高いスポーツ教

室を開催し、児童生徒のスポーツ活動の充実を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ②レクリエーション活動の充実 担 当 課 スポーツ振興課 

事 業 内 容 

 スポーツ推進委員連絡協議会などとの連携により、子どもから大人まで、

だれもが親しめるニュースポーツやレクリエーション活動の場を充実しま

す。 

 また、地域のスポーツリーダーのための研修会を強化し、後継者の育成

を促進します。 
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施 策 名 ③総合型地域スポーツクラブの育成 担 当 課 スポーツ振興課 

事 業 内 容 

 生涯スポーツ社会の実現や地域コミュニティの再構築のため、市民がい

つでも身近なところでスポーツに親しむことができるよう、総合型地域ス

ポーツクラブ（通称:SSC）を育成します。  

 

 

 

 
  

施 策 名 ④ボランティア活動への子どもの参加促進 担 当 課 福祉政策課 

事 業 内 容 
 児童生徒を対象とした福祉教育授業・ボランティア体験講座などを実施

しているボランティアセンター（社会福祉協議会内）の活動を支援します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑤世代間交流の促進 担 当 課 
福祉政策課・社会

教育課 

事 業 内 容 

 世代間交流を行っている市シニアクラブ連合会の活動を支援します。 

 また、公民館においては、事業内容の充実を図るとともに、青少年を対

象とした講座では高齢者を講師とするなど、世代間交流に努めます。 

 

 

 

 

青少年の健全育成 （４）

 

施 策 名 ①青少年健全育成活動の促進 担 当 課 
社会教育課・青少

年育成センター 

事 業 内 容 

 地域や異年齢間の交流活動を推進するとともに、街頭啓発キャンペーン

や青少年健全育成推進大会などの青少年問題行動の防止活動について広く

市民に周知し、青少年の健全育成活動を啓発します。 

 街頭補導については、青少年が集う場所や時間帯を特定した上で実施し、

青少年を見守り声掛けをする「愛の一声」運動を推進します。 

 青少年問題の複雑化、多様化に対応するため、関係機関との連携を一層

強化しながら、青少年の非行や問題行動の未然防止を図るための啓発活動

を推進します。 
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施 策 名 ②青少年相談体制の整備 担 当 課 

家庭支援課・指導

課・青少年育成セ

ンター 

事 業 内 容 

 非行、問題行動、いじめ、虐待、不登校などの少年問題の早期発見と早

期対応を図るため、学校教育相談、家庭教育相談、家庭児童相談などの相

談体制の充実や相談機関相互の連携を図ります。 

 また、各機関の相談状況を共有し、相互に補完できるよう情報交換を密

にし、連携強化を図ります。 
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【基本施策】 

２ 次代の親の育成に向けた支援 

【現状・課題】 

次代の親となる思春期の子どもたちに、命の大切さや正しい性知識、自己を大切にす

る行動選択を学習するなどの思春期保健、また、豊かな自然を肌で感じ心に刻む機会の

充実や、生まれ育ったまちの伝統文化を伝承する心を育む「ふるさと四街道」の学習を

推進し、知識と心の育成、地域への愛着の醸成を図ることが重要です。 

成長に応じた食育については、地場産農産物の利用促進などの年間を通じた実施を継

続するとともに、アレルギーに対する意識の高まりから、食に関する知識の普及・啓発

の充実が求められています。 

子どもや若い世代が参加しやすい取り組みを今後も継続しながら、新たな取組につい

ても検討し、次代の親としての子どもたちの意識を育てることが重要です。 

 

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇学校等における健康教育や思春期教育を強化し、命の大切さや子育ての楽しさを伝 

えます。 

◇未来を担う子どもたちに対して、まちに対する愛着を高め、文化に親しむ機会を充 

実します。 

 

 

 

◆取り組み内容 

（１）健康教育・思春期保健の充実 

 

施 策 名 ①健康な生活習慣の啓発 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

パパ・ママルームや乳幼児健康診査などで、保護者などの子育て世代に

対して、健康に対する知識・生活習慣について伝え、健康への意識の向上

を図ります。        
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施 策 名 ②学校保健教育の充実 担 当 課 学務課・指導課 

事 業 内 容 

 児童生徒の健康の保持・増進を図るため、健康診断を実施するとともに、

生涯を健康に生き抜くための基礎を培う保健教育を推進します。 

 また、学校における保健教育の充実のために、指導者の研修会への参加

を促進します。 

 

 

 
 

  

施 策 名 ③思春期保健の推進 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 

 健康に関する情報を提供し、生命誕生や正しい性知識、自己を大切にす

る行動選択を学習することにより、性感染症の予防、望まない妊娠の予防

を図るとともに、生命を尊重する気持ちを醸成させていきます。 

 

 

 
 

  

施 策 名 ④食育の推進 担 当 課 

こども保育課・健

康増進課・産業振

興課・指導課 

事 業 内 容 

 子どもたちの成長に応じた、食に関する正しい知識と望ましい食習慣を

身に付けることができるよう、各分野の栄養士などの連携に努めます。ま

た、保育所給食、学校給食などに導入されている「地産地消」を通して、

食への理解を深めます。 

 また、アレルギーによる事故を未然に防ぐため、研修などへの積極的な

参加を促します。 

 

 

 

 

（２）次代の親の育成と社会活動の支援 

施 策 名 ①学校教育での家庭の機能等意識の啓発 担 当 課 指導課 

事 業 内 容 

 中学校の家庭科や社会科の授業を中心にしながら、学校教育全般を通し

て、家庭の機能や子どもの発達についての基礎的知識の習得と心の育成を図

ります。 
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施 策 名 ②四街道ふるさとまつりの実施 担 当 課 自治振興課 

事 業 内 容 

市民がふるさと意識を共有し、若い世代に地域文化を伝えるために、四街

道ふるさとまつりを実施します。 

 ふるさとまつりにおける「子どもみこし」「子ども山車」などにおいて、

子どもたちの参加と交流を促し、若い世代への地域文化の伝承を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③まちづくりへの参加促進 担 当 課 都市計画課 

事 業 内 容 
 公園の整備・再整備の計画を策定する際には、地元自治会などに働きかけ、

子どもの意見を取り入れる機会を設けます。 
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基本方針 ４ 多様な子育て家庭への支援 
 

【基本施策】 

１ 仕事と家庭の両立支援 

【現状・課題】 

育児・介護休業制度などについて啓発を継続し、市内の事業所全体において、子育て

支援に積極的に協力するよう働きかけていくことが必要です。 

 また、出産などにより仕事を辞めた女性に対して、就労希望者の再就職実現に向けた

支援策の検討が重要です。 

 仕事と生活の調和を図るワーク・ライフ・バランスを実現する上では、市民への意識

啓発はもとより、事業所における積極的な取組が不可欠であり、効果的な手法を検討す

る必要があります。 

  

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇ワーク・ライフ・バランスや男女共同参画社会について、市民や企業に周知し、 

子育て支援への関心を高めていきます。 

  

 

 

◆取り組み内容 

（１）多様な働き方への支援 
 

施 策 名 ①育児・介護休業制度等の普及促進 担 当 課 産業振興課 

事 業 内 容 
 市商工会において、リーフレットやパンフレットなどの配布や掲示を実施

し、育児・介護休業制度などの制度内容を周知するための支援に努めます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ②就労支援 担 当 課 産業振興課 

事 業 内 容 

 みんなで地域づくりセンターが主催した「ママのための起業講座」から立

ち上がった「ままのて」などの団体と連携し、出産などにより仕事を辞めた

女性が再就職を実現するために必要な支援策などを検討します。 

 また、空き店舗活用補助制度を活用し、女性の起業に対して助言・支援を

行います。 
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施 策 名 ③ワーク・ライフ・バランスの普及啓発 担 当 課 政策推進課 

事 業 内 容 

 男女共同参画推進計画に基づき、関係部署との連携を図りながら、講座の

開催や広報活動を行うなど、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた普及・

啓発に取り組みます。 
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【基本施策】 

２ 配慮が必要な子ども・子育て家庭への切れ目ない支援 

【現状・課題】 

地域のひとり親家庭に対しては、相談員などが課題解決のための助言や自立に必要な

指導を行っているほか、地域においては、身近な相談相手として民生委員・児童委員が

活動しています。 

障害のある子どもに対する相談支援サービスが平成２４年度から本格的にスタートし、

日常生活における円滑なサービス利用が促進されていますが、切れ目ない効果的な支援

を身近な場所で提供する環境整備の強化が求められています。 

児童虐待に対する市民の意識や理解が徐々に浸透しつつある中、児童虐待に関する相

談件数や通告の件数は増加傾向にあります。本市では、児童及び配偶者等に対する暴力

防止対策地域協議会（通称:CANPY）を設置し、児童虐待の防止や啓発に努めてきました

が、より一層の相談支援体制の強化が必要です。 

 

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇配慮が必要な子ども・子育て家庭に対して、相談体制や支援内容の充実を図ります。 

◇障害のある子どもが地域で生活しやすいよう、きめ細かい支援を充実します。 

◇支援の必要な家庭の把握に努め、児童虐待防止に積極的に取り組みます。 

 

 

 

◆取り組み内容 

（１）ひとり親家庭への支援 

 

施 策 名 ①民生・児童委員活動の充実 担 当 課 
福祉政策課・家庭

支援課 

事 業 内 容 

子育てや経済的な不安などを抱える、ひとり親家庭などへの身近な相談

相手として、また、相談内容に応じて必要な支援が受けられるよう関係機

関へのつなぎ役を担っている民生委員・児童委員の活動を支援します。 
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施 策 名 ②母子・父子等自立支援相談 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 

 ひとり親家庭や寡婦・寡夫に対し、生活一般の相談に応じ、経済・教育

など諸問題の解決への手助けや就労に関する情報提供、自立に必要な指導

を充実します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 
③ひとり親家庭に対するリフレッシュ機会の

提供 
担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 
 ひとり親家庭を対象に日帰りバス旅行などを実施し、参加者のリフレッ

シュを図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ④ひとり親家庭児童入学等祝金 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 
 ひとり親家庭等の子どもが、小・中学校に入学、中学校を卒業した場合

に祝金を支給します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑤母子寡婦福祉資金・父子福祉資金の貸付 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 
ひとり親家庭の保護者や寡婦の技能習得や、児童の就学に係る費用など

を対象に、県の福祉資金の貸付を行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑥ひとり親家庭に対する医療費助成 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 

 ひとり親家庭等の保護者及び１８歳に達する日以降の最初の３月３１日

までの間にある児童（一定の障害がある場合は２０歳に達するまで）を対

象に医療費を助成し、経済的負担の軽減を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑦ひとり親家庭に対する学習支援 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容  ひとり親家庭の子どもに対して、学習支援の実施を検討します。 
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（２）障害のある子どもへの支援 

 

施 策 名 ①相談支援体制の充実 担 当 課 
障害者支援課・健

康増進課 

事 業 内 容 

 健康診査や相談で把握した発育・発達上の心配のある子どもとその保護

者に対する相談支援体制を充実し、親子の心配に寄り添いつつ関係機関と

連携しながら、適切な早期療育につながるよう努めます。 

 また、就学などに円滑につながるよう、支援体制の充実を図ります。 

  平成２４年度から障害のある子どもの相談支援を行う障害児相談支援事

業所が設置されているため、利用者のニーズに合わせた相談支援ができる

よう、障害児相談支援事業所を整備し、相談支援体制の充実を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ②児童発達支援事業 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 

 心身の発達について支援を必要とする子どもとその保護者を対象に、各

種専門スタッフや学校、関係機関と連携し、日常生活動作や集団生活への

適応訓練を行います。 

 当該事業についての周知を図るとともに、質の高い支援を提供していき

ます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③障害のある子どもの受け入れ 担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 こどもルーム、保育所等において、障害のある子どもを受け入れるため、

施設及び運営体制の充実を図ります。 

 質の高いサービスを提供するため、研修などを通じて保育内容の充実を

図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ④行動援護・移動支援事業等の充実 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 

 行動援護、同行援護、移動支援など、障害のある子どもの地域における

自立生活、余暇活動のための外出を支援します。 

 利用者のニーズを把握し、事業の充実を図ります。 
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施 策 名 ⑤日中一時支援事業の充実 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 

 障害のある子どもに日中における活動の場を提供し、見守りや社会に適

応するための生活訓練などを行います。 

 利用者のニーズを把握し、事業の充実を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑥保育所等訪問支援 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 

 保育所等を利用中または今後利用予定である障害のある子どもに対し、

訪問により保育所等における集団生活に適応するための専門的な支援を提

供し、保育所等の安定した利用を促進します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑦放課後等デイサービス 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 
 学校就学中の障害のある子どもに対し、夏季等における長期休業期間に

おいて、生活能力向上のための訓練などを継続的に提供します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑧居宅介護（ホームヘルプサービス）の充実 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 

 障害があるために日常生活を営むことが困難な子どもに対し、自宅に在

宅のまま入浴、排せつ、食事の介護などを行います。 

 また、利用者のニーズを把握し、事業の充実を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑨短期入所（ショートステイ）の充実 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 

 介護する人が病気などにより自宅で介護ができない場合に、短期間、夜

間も含め、施設で入浴、排せつ、食事などの介護などを行います。 

 また、利用者の様々な利用形態に対応できるようにサービスの充実を図

ります。 
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施 策 名 
⑩私立幼稚園等心身障害児補助及び私立幼稚

園等特別支援教育運営費補助 
担 当 課 こども保育課 

事 業 内 容 

 私立幼稚園等に通う障害のある子ども（認定こども園については１号認

定）の保護者の経済的負担を軽減するため、助成を行います。 

また、特別支援を要する子どもを受け入れている市内幼稚園等に対して、

特別支援教育運営費を補助します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑪特別支援教育就学奨励費援助 担 当 課 学務課 

事 業 内 容 

 小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者に対し、収入に応

じて学用品費、給食費などの一部を援助します。 

 特別支援教育への社会的な関心の高まりと、特別な支援を必要とする児

童生徒への教育に対応するため、制度について積極的な周知を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑫重度心身障害者（児）医療費助成 担 当 課 障害者支援課 

事 業 内 容 

 重度心身障害者（児）を対象に、医療費の助成を行い、経済的負担の軽

減を図ります。 

 また、現物給付化に向けた準備を進めます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑬就学相談の充実 担 当 課 指導課 

事 業 内 容 

 障害のある児童生徒一人ひとりのニーズに応じた、きめ細かい就学相談

を進めます。 

 保護者からの依頼により、随時、就学相談を行い、就学指導委員会の審

議結果をもとに保護者との相談を進め、適切な就学先の決定を行います。 
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（３）児童虐待防止対策の充実 

 

施 策 名 ①児童虐待防止の広報及び啓発 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 
児童虐待防止に関して、暴力防止への市民の関心を高めるため、市のホ

ームページなどを活用し、広報および啓発を行います。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ②地域における相談体制の充実 担 当 課 
福祉政策課・家庭

支援課 

事 業 内 容 

 虐待予防やその早期発見をふまえた研修会を実施するとともに、研修な

どへの積極的な参加を促し、資質の向上と相談体制の強化を図ります。 

 また、地域の身近な相談相手、関係機関のつなぎ役である民生委員・児

童委員、主任児童委員の活動を支援します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③要支援乳幼児家庭の把握 担 当 課 健康増進課 

事 業 内 容 
 各種相談、健康診査未受診者への家庭訪問などを通じて、支援の必要な

家庭を把握します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 
④児童及び配偶者等に対する暴力防止対策地

域協議会の運用 
担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 

 児童及び配偶者等に対する暴力防止対策地域協議会（通称:CANPY）を開

催し、関係機関との連携や相談体制などの機能充実により複合的な対応を

図ります。 

 職員や相談員の体制を強化し、虐待の早期発見や防止対策、被害者への

相談支援体制を充実していきます。 

 

 
 

施 策 名 ⑤配偶者暴力被害者支援事業 担 当 課 家庭支援課 

事 業 内 容 
 配偶者などからの暴力を受けた母子などに対し、緊急避難支援、緊急一

時保護を実施します。 
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基本方針 ５ 子ども・子育てにやさしいまちづくり 
 

【基本施策】 

１ 子ども・子育てに配慮した生活環境の充実 

 

【現状・課題】 

 本市では、道路整備や公共交通網の整備などにおいても、まちづくり全体に子育て支

援の視点を入れ、子どもを連れて外出しやすい環境づくりを進めています。子育て家庭

からは、子どもを連れて安心して歩ける歩道の整備や、通学路の安全確保について要望

が寄せられており、今後は、交通安全施設などの整備とともに、事故防止のための交通

安全教育も併せて推進していくことが必要です。 

 

 

《基本施策の取組内容・方向性》 

◇子どもや子育て家庭が安全に移動できるよう、道路や公共交通機関の整備を計画 

的に行います。 

◇交通安全施設の整備とともに、交通安全教育と普及に努めます。 

 

 

 

 

◆取り組み内容 

公共交通機関等の整備 （１）

 

施 策 名 ①道路バリアフリー事業 担 当 課 
道路管理課・道路

建設課 

事 業 内 容 
 誰もが安心して道路を利用できるよう、段差が少なく幅員の広い歩道の

整備を計画的に推進します。 
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施 策 名 ②交通安全施設の保守・整備 担 当 課 
自治振興課・道路

管理課 

事 業 内 容 

 市内道路の円滑な交通確保と交通事故の防止に向け、ガードレールやカ

ーブミラーの設置などを行います。 

 また、学校・地域などから要望があった信号機、横断歩道などの交通安

全施設について、警察署を通じ公安委員会へ設置要望を行い、警察署と協

議しながら、整備・充実を図ります。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③交通バリアフリーの推進 担 当 課 政策推進課 

事 業 内 容 

 公共交通機関のバリアフリー化のため、市内循環バス「ヨッピィ」にお

いてノンステップバスの導入を図るほか、ＪＲに対しては、ホームドアの

設置など利用環境の改善などを要望していきます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ④利用しやすい公共施設の整備 担 当 課 

管財課・福祉政策

課・社会教育課・

図書館 

事 業 内 容 
 小さな子どもを抱えた保護者などが利用しやすい公共施設となるよう、

授乳室やベビーコーナー、キッズスペースなどの整備に努めます。 

 

 

 

 

身近な安全の強化 （２）

 

施 策 名 ①交通安全教育・交通安全運動の推進 担 当 課 自治振興課 

事 業 内 容 

 市民への交通安全意識の向上と交通安全思想の普及を目的に、警察署、

地域などと協力・連携を図り、交通安全運動を中心とした各種啓発運動を

展開します。幼児から高齢者までの幅広い層を対象に、年齢や乗り物に応

じた複数のプログラムを用意し、交通安全知識を体系的に習得できるよう

に努めます。 
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施 策 名 
②シートベルト及びチャイルドシートの正し

い着用の徹底 
担 当 課 自治振興課 

事 業 内 容 

 「全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底」

をめざし、警察署、関係機関・団体などとの協力・連携のもと、積極的に

普及啓発活動を展開します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ③消費者学習の推進 担 当 課 産業振興課 

事 業 内 容 
 子どもが将来、消費者トラブルなどに巻き込まれることを予防するため、

子ども消費者教室などを開催し、より多くの児童の参加を促進します。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ④「こども 110 番の家」の充実 担 当 課 
青少年育成セン

ター 

事 業 内 容 

 「こども１１０番の家」の周知・普及を図るとともに、各小中学校ＰＴ

Ａや事業所などの主体的活動を促進し、各小中学校の協力体制の充実を図

ります。 

 地域の子どもは地域で守るという意識の高揚と、子どもへの犯罪の抑止

効果を図るため、「こども１１０番の家」プレートの設置の拡大に努めま

す。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑤防犯パトロールの実施 担 当 課 自治振興課 

事 業 内 容 

 市防犯協会及び自治会により、青色回転灯装備車による防犯パトロール

を継続して実施します。 

 自治会などによる夜間防犯パトロールが、市域全体に活動が広まるよう

普及啓発に努めます。 

 

 

 

 
  

施 策 名 ⑥子どもの防犯・防災意識の向上 担 当 課 指導課 

事 業 内 容 

 防犯・防災・安全に関する学習機会づくりなどにより、意識の向上を図

ります。 

 不審者対応を目的とした防犯教室の開催や、地震や火災を想定した避難

訓練を実施し、子どもたちの防犯・防災に対する意識の向上と、危機回避

能力の育成に努めます。 
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第５章  計画の推進 

 

 

 

 

  第５章 計画の推進 
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（第５章 表紙裏）  
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１． 「教育・保育提供区域」の設定について 

教育・保育提供区域とは、子ども・子育て支援法第６１条第２項の規定により、市

町村が地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保育施設の整備状

況等を総合的に勘案して定める区域です。市町村は、その区域ごとに教育・保育サー

ビスや地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを算出し、それに対する提供体制の

確保内容と実施時期を子ども・子育て支援事業計画において定めるものとされていま

す。 

本市では、市全域を教育・保育提供区域として捉え、「市全域を１区域」とし、市域

全体の需要量（量の見込み）を推計し、これに対する供給量とその方法（確保方策）

を定めます。 

 

２． 量の見込みと確保方策について 

＜算定にあたっての考え方＞ 

国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のため

の手引き」（以下「国の手引き」）に従って、児童数の推計とニーズ調査結果を基に算

定しました。なお、一部の事業においては、国より示された方法に基づく補正や、本

市の実情に合わせた補正を行いました。 

 

＜児童数の推計＞ 

量の見込みの算出の基となる児童数の推計は、「四街道市総合計画」における「将

来の総人口」と整合を図りました。これは、国勢調査の人口を基準とし、コーホート

要因法により算出された推計値に、施策的効果や住宅開発等の特殊要因を加味して算

出したものです。 

 

児童人口推計 

 

   

（単位：人）

年齢 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

０歳 675 678 681 681 675

１歳 690 693 697 697 691

２歳 732 735 738 739 732

３歳 731 734 737 738 731

４歳 720 723 726 727 720

５歳 823 820 815 809 800

６歳 842 838 834 827 818

７歳 820 817 812 806 797

８歳 803 799 795 788 780

９歳 821 818 813 807 798

１０歳 856 860 864 865 869

１１歳 894 898 902 903 907

計 9,408 9,412 9,415 9,385 9,320
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就学前教育・保育の量の見込みと確保方策 （１）

＜算定について＞ 

国の手引きを基準としながら、３号認定については保育所入所児童数及び平成２２

年から２５年の間の待機児童数の増減率を算出し、単年度増加率に基づき算出しまし

た。 

 

＜認定区分について＞ 

子ども・子育て支援新制度では、保護者からの申請を受け、３つの認定区分に応じ

て施設（幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育など）の利用先が決まります。 

 

 

① １号認定（満３歳以上の教育希望）と２号認定（３歳以上で教育の利用希望が強い） 

 

認定区分 利用先

教育標準時間認定 幼稚園、認定こども園

　子どもが満３歳以上で、教育を希望する場合

満３歳以上・保育認定 保育所、認定こども園

　子どもが満３歳以上で、「保育の必要な事由」※に該当し、

　保育所等での保育を希望する場合

満３歳未満・保育認定

　子どもが満３歳未満で、「保育の必要な事由」※に該当し、

　保育所等での保育を希望する場合

※「保育の必要な事由」
　□就労（フルタイムのほか、パートタイム、夜間、居宅内 □求職活動（起業準備を含む）
　 　の労働など、基本的にすべての労働を含む） □就学（職業訓練校等における職業訓練を含む）
　□妊娠・出産 □虐待やＤＶのおそれがあること
　□保護者の疾病、障害 □他の子どもの育児休業中であること
　□同居親族の介護・看護 □その他、上記に類する状態にあること
　□災害復旧

保育所、認定こども園、
地域型保育

対　　象

１号認定

２号認定

３号認定

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

１号認定 １，４６３人 １，４６４人 １，４６６人 １，４６２人 １，４４８人

２号認定（幼稚園希望） ２３０人 ２３０人 ２３０人 ２３０人 ２３０人

計 １，６９３人 １，６９４人 １，６９６人 １，６９２人 １，６７５人

特定教育・保育施設 １７６人 １７６人 ６１４人 ６１４人 ６１４人

確認を受けない幼稚園 １，７７０人 １，７７０人 １，２６０人 １，２６０人 １，２６０人

計 １，９４６人 １，９４６人 １，８７４人 １，８７４人 １，８７４人

２５３人 ２５２人 １７８人 １８２人 １９９人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、幼稚園のこと

※「確認を受けない幼稚園」・・・・子ども・子育て支援新制度が施行されるに伴い、既存幼稚園が国で新設された施設型給付を受ける幼稚園に移行

　せず、施設型給付に伴う市の「確認」を受けない幼稚園のこと。

量の見込みに対して十分な提供体制が確保される。

①量の見込み

②確保方策

②－①

確保方策の内容
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② ２号及び３号認定（保育認定） 

 ◎２号認定（３～５歳で保育を希望） 

 

 

 

 

 

 

 

◎３号認定（０歳で保育を希望） 

   

 

◎３号認定（１～２歳で保育を希望） 

  

 

 

 

 

  

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

１４２人 １５０人 １５７人 １６４人 １７０人

特定教育・保育施設 ７２人 ８７人 ９９人 １０５人 １０５人

特定地域型保育事業 ０人 ３０人 ６０人 ６０人 ６６人

計 ７２人 １１７人 １５９人 １６５人 １７１人

▲７０人 ▲３３人 ２人 １人 １人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、保育所のこと

・新たな認可保育所の整備

・既存の保育所の「認可定員」または「年齢別定員」を見直し、利用定員の拡大を働きかける

・小規模保育事業等の導入

・幼稚園からの認定こども園への移行を働きかける

①量の見込み

②確保方策

②－①

確保方策の内容

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

４１８人 ４４１人 ４６５人 ４８７人 ５０２人

特定教育・保育施設 ２７８人 ３０９人 ３３３人 ３５４人 ３５４人

特定地域型保育事業 ０人 ６０人 １３８人 １３８人 １５０人

計 ２７８人 ３６９人 ４７１人 ４９２人 ５０４人

▲１４０人 ▲７２人 ６人 ５人 ２人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、保育所のこと

・新たな認可保育所の整備

・既存の保育所の「認可定員」または「年齢別定員」を見直し、利用定員の拡大を働きかける

・小規模保育事業等の導入

・幼稚園からの認定こども園への移行を働きかける

①量の見込み

②確保方策

②－①

確保方策の内容

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

５７４人 ５７４人 ５７５人 ５７４人 ５６８人

②確保方策 特定教育・保育施設 ５８５人 ６２９人 ６６５人 ６９８人 ６９８人

１１人 ５５人 ９０人 １２４人 １３０人

※特定教育・保育施設・・・・認定こども園、保育所のこと

①量の見込み

②－①

確保方策の内容 量の見込みに対して十分な提供体制が確保される。
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 （２）

 

❶利用者支援事業 

 

《事業概要》 

 子ども及びその保護者など、また妊娠している方が身近な場所で、教育・保育施設や

地域の子育て支援事業などを円滑に利用できるよう、新たに相談窓口を設置し、支援し

ます。 

 また、さまざまなニーズに一元的な情報提供ができるよう、関係機関などと連携を図

るとともに、利用支援のための適切な窓口の紹介などを行います。 

 

 

 

 

❷延長保育事業…時間外等保育事業 

 

《事業概要》 

 保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加等に伴う延長保育に対する需要に対応す

るため、延長保育を実施し、長時間保育への需要に対応します。 

市内保育所等において７時から１９時まで（さらに２０時まで実施の保育所が１か所）

の延長保育を実施しており、市民のニーズに応じて検討していきます。 

 

 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み 未実施 - １か所 １か所 １か所 １か所

②確保方策 - - １か所 １か所 １か所 １か所

②－① - - ０ ０ ０ ０

確保方策の内容 こども保育課窓口にコーディネーターを配置し、利用者支援事業を実施する。

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ５２４人 ３９３人 ３９４人 ３９５人 ３９４人 ３９１人

②確保方策 - ３９３人 ３９４人 ３９５人 ３９４人 ３９１人

②－① - ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

確保方策の内容
現在、市内すべての認可保育所で実施しており、また、新たに整備予定の認可保育所でも実施し、量の見込みに
見合った事業量の確保に努める。
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❸一時預かり事業…一時預かり（幼稚園等における在園児の預かり保育） 

 

《事業概要》 

 幼稚園等(認定こども園については 1 号認定）在園児を対象とし、通常の教育時間の

前後や夏季等の長期休業期間において一時預かり（預かり保育）を行います。 

 市内全幼稚園及び認定こども園において実施しています。 

 

 

 

 

❹一時預かり事業…一時預かり（保育所等の一時保育） 

         ファミリー・サポート・センター事業（未就学児） 

 

《事業概要》 

 保護者などのパート就労や疾病、入院などにより一時的に家庭での保育が困難となる

場合や、保護者の子育て不安の解消を図り負担を軽減するなどのために、主として昼間

において、保育所等における一時預かり（一時保育）及びファミリー・サポート・セン

ター事業における未就学児の預かりを実施します。 

 平成２５年度において、公立２か所、私立４か所の計６保育所で実施している一時預

かり（一時保育）の年間延べ利用児童数は９，５４３人となっており、ファミリー・サ

ポート・センターを利用した未就学児の延べ利用数は１，９００件となっています。 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ２８，０５２人 ３３，０３５人 ３３，０６９人 ３３，１０３人 ３３，０１６人 ３２，７０９人

②確保方策 - ３３，０３５人 ３３，０６９人 ３３，１０３人 ３３，０１６人 ３２，７０９人

②－① - ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

確保方策の内容
幼稚園等（認定こども園については１号認定）に在園している教育認定を受けた児童に対する一時預かりであり、
市内すべての幼稚園・認定こども園で実施していることから、引き続き、量の見込みに見合った事業量の確保に努
める。

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ９，５４３人 １４，３８０人 １４，３８０人 １４，３８０人 １４，３８０人 １４，３８０人

②確保方策 - １４，３８０人 １５，１３０人 １５，８８０人 １６，６３０人 １７，３８０人

②－① - ０人 ７５０人 １，５００人 ２，２５０人 ３，０００人

ファミリー・サポート・センター事業の提供会員の増により事業の拡大を図る。

確保方策の内容

現在実施している保育所等での一時保育事業の提供体制を維持し、新たに整備予定の認可保育所での一時預
かり事業の実施を図る。
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❺地域子育て支援拠点事業…地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業） 

 

《事業概要》 

 家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の保護者の孤立感や不安感の増大

などに対応するため、地域の身近な場所において、子育て親子の交流の場の提供や交流

の促進、地域における子育て全般に関する支援を行う拠点として常設しています。 

公立２か所、私立６か所の計８保育所で実施しており、支援センター連絡会により、

相互に情報提供や意識の共有を図るとともに、出前による子育て支援活動などを実施し

ています。 

 

 

 

 

❻病児保育事業…病児・病後児保育事業 

 

《事業概要》 

 保育所等を利用している乳幼児が病気または病気の回復期にあり、集団保育が困難な

期間の一時的な預かりを実施します。 

子どもが病気にかかり集団保育ができない場合などの病児保育の実施に向けて、市内

の医療機関と連携を図りながら、体制を整備していきます。 

また、市立中央保育所で実施している病後児保育を継続するとともに、さらに幼稚園

児を対象とした病気回復期の預かりを検討します。 

平成２５年度において、病後児保育の年間延べ利用児童数は３８人となっています。 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ２５，１３０人 ３０，９７２人 ３１，１０４人 ３１，２３６人 ３１，２６０人 ３０，９８４人

②確保方策 ７か所 ９か所 １０か所 １０か所 １１か所 １１か所

確保方策の内容 保育所新設の際には地域子育て支援拠点（子育て支援センター）の設置を働きかける。

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

３８人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人

②確保方策 病後児保育事業 - １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人 １，１６０人

- ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

①量の見込み

②－①

確保方策の内容 現在実施している施設での提供体制を確保する。
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❼子育て援助活動支援事業…ファミリー・サポート・センター事業（就学児） 

 

《事業概要》  

子育ての援助を行いたい人（提供会員）と受けたい人（依頼会員）をつなぎ、小学生

までの子どもを預かる相互援助活動に関する連絡・調整を行います。 

平成２５年度において、提供会員１１９人、両方会員８５人、依頼会員７６３人の会

員となっており、活動件数は小学生で１，０１８件、未就学児で１，９００件、合計で

２，９１８件でした。 

 

 

 

 

❽乳児家庭全戸訪問事業…乳児家庭全戸訪問（こんにちは赤ちゃん）事業 

 

《事業概要》 

主に生後４か月までの赤ちゃんのいる家庭を、保健師や助産師が訪問し、母親の産後

うつや子育ての不安を軽減するための相談に応じ、子育て支援に関する必要な情報提供

を行います。 

平成２５年度において、対象者は７３４人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ９６７人 １，２２６人 １，３４６人 １，４７８人 １，６２４人 １，７８３人

②確保方策 - １，２２６人 １，３４６人 １，４７８人 １，６２４人 １，７８３人

②－① - ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

確保方策の内容 現在の提供体制を提供会員の増により拡大を図る。

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

訪問数 ５７９人 ６７５人 ６７８人 ６８１人 ６８１人 ６７５人

訪問率 ７８．９％ １００％ １００％ １００％ １００％ １００％

①量の見込み

２５年度実績

②確保方策の内容
実施機関：四街道市

実施体制：市職員（保健師等）
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❾妊婦健康診査…妊婦一般健康診査 

 

《事業概要》 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、健康状態の把握、検査計測、保健指導を実施

するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた妊婦Ｂ型肝炎母子感染防止のための血

液検査、妊婦超音波検査などの医学的検査を実施します。 

公費負担で１４回までの妊婦一般健康診査を実施しており、平成２５年度において、

妊婦実数は６９８人、健康診査延べ回数は８，４７４回となっています。 

 

 

 

 

❿放課後児童健全育成事業…こどもルーム事業 

 

《事業概要》 

小学生を対象として、放課後や小学校の休業日に、遊びや生活の場となるこどもルー

ムを開設・運営します。 

専用施設（一部共用施設）において、市内全１２小学校の敷地内で運営しており、入

所状況や、小学校の児童数の状況などをもとに、施設整備や指導員の確保を検討します。 

平成２６年５月１日現在、在籍児童数は５０５人（定員数５５０人）となっています。 

 

 

 

 

 

 

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ６９８人 ７００人 ７００人 ７００人 ７００人 ７００人

②確保方策の内容

健診回数：１４回まで

実施場所：千葉県内外医療機関及び助産所

実施体制：医療機関への委託

実施時期：妊娠期間

２５年度実績 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

①量の見込み ５０５人 ６１５人 ６１４人 ６１２人 ６０８人 ６０４人

②確保方策 - ５５０人 ６１０人 ６１０人 ６１０人 ６１０人

②－① - ▲６５人 ▲４人 ▲２人 ２人 ６人

確保方策の内容
各ルームにより状況が異なるので、児童の集団の規模、専用室の面積等を考慮し、個別に定員の見直しや増改
築などの施設整備を図っていく。
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３． 進捗状況の管理と評価 

本市では市民参加により計画を進めるため、保健福祉審議会において進捗状況の確認

や評価を行います。 

また、本計画においては、計画の最終年度に向けた目標事業量を設定し、指標に関す

るデータの収集等を定期的に実施し、目標事業量に対する事業の達成状況を点検します。 

 

 

４． 関係機関・団体等との協力・連携 

多様化するニーズにきめ細かく対応していくためには行政サービスのみならず、家庭、

地域、各種団体、事業者など市民の主体的な協力が不可欠です。 

また、本計画は幅広い分野にかかわる施策を総合的かつ効果的に切れ目なく実施して

いく必要があるため、国・県との連絡、調整はもとより、庁内においては関係各部・課

が緊密な連携を持ちつつ調整を行いながら推進していきます。 
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第１章 資料編  

  

資料編 
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○策定体制 

○四街道市保健福祉審議会条例及び委員名簿  

○策定経過  

 

 

 

 


